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令和４年第２回竹原市議会定例会議事日程 第３号

令和４年６月２１日（火） 午前１０時開議

会議に付した事件

日程第 １ 一般質問

（１）川本 円 議員

（２）下垣内和春 議員

（３）松本 進 議員
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３ 今 田 佳 男 出 席
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５ 山 元 経 穂 出 席
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説明のため議場に出席した者は，下記のとおりである
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市 長 今 榮 敏 彦 出 席

副 市 長 新 谷 昭 夫 出 席

教 育 長 高 田 英 弘 出 席

総 務 企 画 部 長 平 田 康 宏 出 席
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市 民 福 祉 部 長 塚 原 一 俊 出 席

建 設 部 長 梶 村 隆 穂 出 席

教育委員会教育次長 沖 本 太 出 席

公 営 企 業 部 長 梶 村 隆 穂 出 席
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午前１０時００分 開議

議長（大川弘雄君） おはようございます。

ただいまの出席議員は１４名であります。定足数に達しておりますので，これより本日

の会議を開きます。

お手元に議事日程第３号を配付いたしております。この日程のとおり会議を進めます。

――――――――――――――――――――――

日程第１

議長（大川弘雄君） 日程第１，昨日に引き続き一般質問を行います。

質問順位４番，川本円議員の登壇を許します。

７番（川本 円君） 皆さん，おはようございます。

ただいま議長より登壇許可をいただきました志政会の川本でございます。発言通告に従

いまして，令和４年第２回定例会一般質問を行います。

本日は，大きく２点ほど伺います。

まず，１点目でございますが，不登校の児童生徒の支援についてお伺いしたいと思いま

す。

このたび，不登校の児童生徒の支援策を検討する文科省の有識者会議において，新型コ

ロナ感染症拡大などを背景に不登校が増えていることへの対応として，授業時間削減や少

人数指導などが可能な不登校特例校の設置促進を柱とした提言を大筋で了承したとありま

す。４月時点においては，１０都道府県の公私立小中高２１校が指定とされ，多様な学び

の提供や児童生徒にとって無理のない学校生活をつくり出し，社会的自立の支援に向けて

大きく期待されているところであります。

ただ，残念なことに広島県下においては，この不登校特例校の指定を受けた学校はあり

ませんでした。不登校児童生徒の支援についてはどの自治体も苦慮しており，様々な支援

策や必要であろう施設，機器を整備しているところであり，竹原市でいうと学校適応及び

自立を目指した指導，援助等を目的としたわかたけ教室の開設や特別な支援が必要な児童

生徒への支援を行う場としてＳＳＲ（スペシャルサポートルーム）が主なものであろうと

思います。

私も，この不登校について平成２７年に一般質問をさせていただきました。そのとき

は，不登校の児童生徒が近年増減を繰り返しながら推移しており，抜本的な解決には至っ

ていないが，状況の把握や対応等の指導を学校と連携し行うこととすることや児童生徒の
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社会的な自立に向け支援を行うとの答弁でありました。また，新しい学びの手段としてフ

リースクールや家庭内で学びを支えるホームエデュケーションの必要性も提言させていた

だきました。そのときからかなりの年月も経過し，学校を取り巻く環境や教育に対する考

え方も変化していると思いますが，依然として不登校の問題はなくなる気配がありませ

ん。むしろ冒頭に言ったコロナ感染の影響で生活リズムが乱れやすくなり，友達との交流

が減ることにより，さらに増える傾向にあると思われます。

様々な学びの形があるにせよ，大事なのは不登校に悩んでいる児童生徒を苦しみからい

かに解放してあげるのか，義務教育の９年間において確かな学力，体力，コミュニケーシ

ョン能力を養うことが必須であると思っております。今後におかれましても，この不登校

児童生徒の支援を継続されるとは思いますが，数字的にもより見えやすい成果を得られる

よう，さらなる努力をお願いしたいと思っております。

そこでお伺いいたします。

１，１７年２月施行の教育機会確保法で，特例校の整備は国や自治体の努力義務となっ

ておりますが，今後竹原市教育委員会としてどのようなスタンスを取られるのですか。

２，現時点においての不登校児童生徒の人数と不登校予備群の人数は分かりますか。ま

た，そうした児童生徒の学力，体力をどのように把握し管理をしていますか。

３，今，実施している不登校への支援の実績と必要としている児童生徒また保護者への

周知や案内は十分なものとなっておりますか。

４，時間とともに変化する教育環境や文科省の提言に対して，後れを取ることなく対応

するために，今後竹原市教育委員会としてどのようなことが必要とお考えですか。教育長

の認識を伺いたいと思います。

続きまして，大きな２番目として，教員の働き方改革と部活指導員についてお伺いいた

します。

教員の長時間労働が問題とされる中，名古屋大の内田教授らのグループが公立小中学校

の教諭９００人にアンケートを実施し，その結果が公表されました。内容は，勤務中に休

憩ゼロが５１％を占め，労働基準法で規定された１日４５分以上の休憩が取得できるのは

６％にとどまり，平均は９．４分であったとの発表でありました。２０１９年に文科省が

示したガイドラインでは，残業の上限を原則，月４５時間，年３６０時間以内と規定され

ているが，実際は休息が満足に取れないなど見えない残業が増えたとも言え，正確な労働

時間の把握と業務の削減が求められるとされています。



- 82 -

また，公立中学校の運動部活動改革を検討するスポーツ庁の有識者会議において，少子

化に加え，教員の長時間労働解消を喫緊の課題とし，部活指導員の任用を軸とした，地域

のスポーツクラブや民間のジムなどに委ねる地域移行を実現すべきとの提言を了承したと

あります。

以上を踏まえて，文科省が示したガイドラインの残業数と実際の教育現場での残業数に

いまだに開きがあることが浮き彫りになったと言えます。特に気になるのは，勤務中に全

く休憩時間がないと訴える教員がアンケートの半分になるということです。

この教員の労働時間については，先輩議員より一般質問において問題視されてきました

が，その答弁の中では教員の労働時間は授業以外の仕事も多岐にわたり，ここからここま

でが労働時間でここは労働時間外であると明確にすみ分けするのは非常に困難であるとの

ことでした。また，１日の勤務において，休憩時間が取れない，取れる時間が極端に少な

いとすれば，本来の児童生徒への授業にも影響が生じるのではないかと非常に心配してい

るところであります。竹原市教育委員会におかれても，この教員の働き方改革には工夫を

されており，ＩＣＴ支援員やスクールサポーターの活用により教員の負担の軽減に努めて

きたところではありますが，まだ改革途中であり，今以上に教員の負担軽減や快適な職場

環境を目指していただきたいと思っております。

そこで，お伺いいたします。

１，今時点での教員の労働時間と残業時間はどのようになっておりますか。また，名古

屋大で行ったアンケートや意識調査は行ったことがありますか。

２，教員の働き方改革は道半ばと思われますが，これからどのような取組をされ改革を

進めるのでしょうか。また，どの時点において改革の完了と思われますか。教育長の認識

を伺いたいと思います。

３，「部活指導員」や「地域移行」についての認識と今後の取組（問題点）とスケジュ

ールはどのようになっておりますか。

４，中体連が既存大会の見直しは不可避であるとのこと，また少子化により部活動その

ものが存続できないと実例があります。今後，部活動の在り方や部活数を考慮し編成すべ

きと思いますが，教育長の認識をお伺いしたいと思います。

壇上での質問は以上でございます。よろしくお願いします。

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

教育長。



- 83 -

教育長（高田英弘君） 川本議員の質問にお答えいたします。

１点目の不登校児童生徒への支援についての御質問でございます。

不登校特例校は，不登校児童生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成して教育を実

施する必要があると認められる場合に，教育課程の基準によらず，特別の教育課程を編成

することができる学校として文部科学大臣から指定されるもので，設置に際して必要とな

る国や都道府県との調整など準備作業の負担が大きいことや，安定した学校運営が難しい

ことなどから，全国的に設置が大きく進んでいない状況にあり，本市においても現時点で

設置は考えておりません。本市では，教育委員会の判断によって設置ができる，義務教育

の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律において示された，

多様で適切な教育機会の確保を図るため，教育支援センターである適応指導教室，わかた

け教室を設置し，不登校児童生徒に対して学習指導と社会的自立を目指した支援等を行っ

ております。

不登校児童生徒の人数につきましては，令和３年度末で小学校及び義務教育学校前期課

程で１５名，中学校及び義務教育学校後期課程で３３名となっております。また，不登校

予備群につきましては，その定義が明確でないため人数の把握は困難でありますが，不登

校の定義である３０日以上の長期欠席ではないものの，欠席日数が多い児童生徒や教室以

外の別室で過ごしている不登校傾向の児童生徒が一定数いる状況にあります。

不登校児童生徒の学力や体力などの把握につきましては，不登校の状況が長期化し，定

期的な対面などによる詳しい聞き取りを行うことができないなど，的確な状況把握が困難

な場合もありますが，可能な限り本人や保護者との対話による状況把握に努め，把握した

内容を基にＩＣＴを活用した学力補充等を行うなど，個に応じた支援につなげているとこ

ろであります。

不登校支援の昨年度の実績につきましては，４人の児童生徒に適応指導教室で学習指導

を行うとともに，竹原中学校区に配置しているスクールソーシャルワーカーが１２名の不

登校児童生徒に対して相談を行うなど，社会的自立を目指した支援を行っております。ス

クールソーシャルワーカーによる相談支援の結果，好転した事例の割合は６７％であった

ほか，モバイル端末の会議機能を活用して，教室とは違う場所からクラスメートと同じ授

業を受けられるようになったり，学校行事に参加できるようになった事例もあります。

不登校に対する支援の周知につきましては，適応指導教室，わかたけ教室の設置や広島

県が行っている心のふれあい相談室，不登校児童生徒の居場所や相談場所として広島県が
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新たに設置した教育支援センター，ＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”など，様々な取組の情報につい

て，必要に応じて学校を通じ提供を図っているほか，ホームページなどによって発信を行

っているところであります。

教育環境の変化や国の方針への対応につきましては，これまでも学校施設の耐震化や普

通教室へのエアコン設置，１人１台端末の配備，小中一貫校の整備，全校コミュニティ・

スクールの導入など，各学校における教育環境の向上を図るための取組を積極的に推進し

てきたところであります。今後におきましても，国の考え方や教育ニーズなどについて適

切に情報把握を行い，学校現場の状況を含めた本市の実情に応じて取り組んでまいりたい

と考えております。

次に，２点目の教員の働き方改革と部活動指導員についての御質問でございます。

現在の教職員の勤務時間につきましては，学校ごとに始業と終業時間を定めており，始

業時間を８時１５分，終業時間を１６時４５分とし，その間に休憩時間として４５分を含

み，７時間４５分を勤務時間とする学校が多い状況となっております。また，時間外勤務

時間の状況につきましては，令和３年度１人当たりの平均は１時間３７分となっておりま

す。

名古屋大学の内田教授グループが実施した学校の業務に関する調査と同様な調査は実施

しておりませんが，時間外勤務時間の状況などの調査は行っており，学校の働き方改革の

推進に活用しているところであります。

働き方改革の取組につきましては，各学校における教職員の時間外勤務時間の削減に向

け，今後３年間の取組と目標を定めた学校における働き方改革取組方針を本年４月に策定

し，教職員が働きやすい環境を整備するとともに，管理職を中心とした組織的な学校体制

を構築し，教職員一人一人の働き方に対する意識を醸成するなど働き方改革の推進を図っ

ております。

具体的な取組内容につきましては，学校，教職員が本来担うべき業務に専念できる環境

の整備や部活動指導に係る教員の負担軽減，学校における組織マネジメントの確立などを

進めており，勤務実態の把握や取組の検証を行った上で見直しを行うなど，より効果的な

取組となるよう努めております。

働き方改革の完了時期につきましては，国が示す働き方改革の目指すところである「教

師の業務負担の軽減を図り，限られた時間の中で，教師の専門性を生かしつつ，授業改善

のための時間や児童生徒等に接する時間を十分確保し，教師が我が国の学校教育の蓄積と
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向かい合って自らの授業を磨くとともに，日々の生活の質や教職人生を豊かにすること

で，教師の人間性や創造性を高め，児童生徒等に対して効果的な教育活動を持続的に行う

ことができる状況をつくり出す」ことを踏まえれば，継続的に取り組み続ける必要があり

ます。すなわち，刻々と変化する社会状況を踏まえれば，完了するというものではなく，

常に改善の志を持って取り組むべき課題と考えております。

部活動指導員につきましては，中学校，高等学校において，校長の監督を受け，部活動

の技術指導や大会への引率等を行うことを職務とするもので，平成２９年４月１日に改正

された学校教育法施行規則において新たに規定されたものであります。現在，竹原中学校

と賀茂川中学校において２名の部活動指導員を配置し，生徒の実技指導や大会への引率等

を行っておりますが，適任者も少ないことから新たな人材確保が大きな課題と考えており

ます。

また，運動部活動の地域移行につきましては，スポーツ庁が取りまとめた学校の働き方

改革を踏まえた部活動改革についての中で，持続可能な部活動と教師の負担軽減の両方を

実現できる改革が必要との観点から，令和５年度から令和７年度までを目途に，休日の運

動部活動の段階的な地域移行を行うとともに，合理的で効率的な部活動の推進を図るとの

方向性を示しております。

このことにつきましては，現時点では運動部活動の地域移行に関する検討会議における

提言が取りまとめられ公表された段階であり，運動部活動が地域移行されることで中学校

教育の方向性がどうなるかなど，文部科学省が所管する部分の考え方が明確になっていな

いことから，スケジュールも含め具体的な推進の方向性が検討できない状況にあります。

今後の部活動の在り方につきましては，チームスポーツなど一定の人数がそろわないと

活動や試合ができない場合は，学習指導要領に示す「望ましい集団活動を通して，心身の

調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団の一員としてよりよい生活を築こうとする自

主的，実践的な態度を育てるとともに，人間としての生き方についての自覚を深め，自己

を生かす能力を養う」との目標の達成が困難となる場合があるものと考えます。

こうしたことから，市内中学校と義務教育学校の生徒数の推移や生徒のニーズを考慮し

つつ，持続可能かつ学習指導要領が示す目標を達成できるような部活動となるよう，学校

と共にどのような対応策が有効かを検討してまいりたいと考えております。

以上で答弁とさせていただきます。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。
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７番（川本 円君） それでは，整理しながら再質問をさせていただきたいと思います。

まず，特例校のことについて最初お伺いしました。私の問いは，一応特例校の整備は現

時点で努力目標であると。今後，竹原市はどういうふうなスタンスを取っていかれるので

しょうかというふうな問いをしました。それに対して御答弁のほうが，設置に際して必要

となる国や都道府県などとの調整など，準備作業の負担が大きいことや安定した学校運営

が難しいことから，全国的にも設置が大きく進んでいない状況にあると。だから，本市に

おいても現時点では設置は考えていないというふうな御答弁をいただきました。

そこで聞きたいのは，全国的にまだスタートしたばっかりですから，どういうふうな結

果を招くかというのはこれからになってくるのでしょうけども，全国的にまだ浸透してい

ないから竹原市もまだ手を挙げないのだというふうに捉えてしまうのですが，それでよろ

しいでしょうか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 不登校特例校の設置に関する御質問でございます。

全国的に設置が進んでいないから本市も設置を考えていないのかという御質問ではござ

いますが，冒頭，教育長が御答弁申し上げさせていただいたとおり，国や都道府県との調

整など準備作業，それが非常に負担になるとそのように考えております。

まず，１点として，そちらのことを具体的に答弁させてもらいますと，この不登校特例

校については，文部科学大臣の指定を受けるということとなっております。申請書の提出

を行い，もろもろの調整が生じると，そのように認識をしておりますが，個別の不登校児

童生徒の実態に合わせた特別の教育課程の編成など実施計画書の策定でございますとか，

学校設置に当たり必要となる県との協議のほか，調整として具体的にどんなことが生じる

のかというのを全て今想定しているのかといったらそうではないのですが，ただ国が出し

ております不登校特例校の設置に向けてという手引書において，申請書の提出から指定に

至るまで相当期間調整のための時間を要するとあります。特別な教育課程の編成など実施

計画書の策定，また学校設置に当たっての都道府県との協議，それだけでも一定の作業量

が見込まれる中で，必要となる調整期間と併せてさらに作業量が多くなるものと，そのよ

うに見込んでおります。

それと，もう一点の安定した学校運営が難しいということでございますが，不登校特例

校の設置については，新たな学校を設置するということとなります。学校に配置される教

職員については，県費負担教職員であり，公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数
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の標準に関する法律に基づいて，広島県教育委員会が定数を計算した上で配置されるもの

でございます。したがって，在籍する児童生徒が少ない場合は，配置される教職員数も少

なく，適切な学校運営に必要な人材の確保が難しいと，そのように考えております。

こうした２点のことから，なかなか現時点においては特例校の設置という形では検討は

しておりません。

現在，本市においては，答弁書にもございましたように，適応指導教室ということで不

登校児童の生活の場，そういったおり場所，そういったものを設置しているほか，県のほ

うでもＳＳＲとか，今年度設置されましたＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”とか，そういった取組がご

ざいますので，そういった取組の充実を図りながら不登校児童生徒の支援を図ってまいり

たいと，そのように考えております。

以上です。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） 調整も大変ですしお金もかかることですから，すぐすぐということ

にはならないと私も思っております。

今，次長が言われたように，だから不登校の児童生徒にどういうふうな支援をしていか

ないといけないのかというと，やっぱり今やっている御説明にありましたＳＳＲです。そ

れと，わかたけ，それで何とか今賄っているというふうに捉えております。

ここで気になるのは，ＳＣＨＯＯＬ“Ｓ”という話もありましたけども，今の不登校児

童生徒の数です。これも２番目にお聞きしたのですが，現在小学校，義務教育前期課程で

１５，中学校，義務教育学校後期で３３と。合わせて４８名ということになっておりま

す，去年の２２年のデータですけども。今の生徒の数が小学校と前期が８７１名，それか

ら中学校と後期課程が４７４――調べたのですが――になっているはずです。それで，割

りますとパーセンテージが小学校，前期課程で１．７２％，中学校，後期課程でいうと

６．９６，約７％が不登校というふうなパーセンテージが出ました。他市町に比べて多い

か少ないかはそこまで私は調べていないのですけども。ここで言いたいのは，２７年度に

同じような内容で一般質問をさせていただいたときに比べてかなり人数が増えているので

す。ちなみに御紹介しますと，平成２２年では２７人，２３年では１８人，２４年では２

３人，２５年はちょっと多くて３４人，２６年については２６名というふうなお答えを２

７年度の一般質問の答弁でいただいております。それから見るとぐんと伸びています，今

回。いろんな複雑な要因が絡んできますので，不登校というのは。これが原因だというの
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がなかなか明確に言えないという事実も分かっているつもりではあります。

ですが，２７年に再質問させていただいたときに，教育委員会からの答弁の一節を調べ

たらこういう文言があったのです。「現在行っております学級担任を中心とした継続した

粘り強い取組，声かけということを今後も継続していきたいというふうに思っておりま

す。また，未然防止という観点では，全ての児童生徒が学校に来ることを楽しいと感じ，

休みたいというふうに思わせないような日々の学校生活を充実させていくことが肝要だと

思っております。そのためにも，どの児童生徒にも学校に落ち着ける居場所をつくるこ

と，あるいは活躍できる場面というものをつくっていく。日常的な学校での児童生徒の様

子をしっかり観察し，発せられるサインを見逃さない。また，欠席や遅刻あるいは早退等

が目立つ児童生徒等につきましては，早期に家庭との連携，あるいは本人への働きかけ等

の今以上にさらなるきめ細かい取組を進め，未然防止，早期対応で取組をというものを今

後徹底してまいりたいと考えております」というふうに答弁をいただきました。はっきり

言ってもう非の打ちようのないすばらしい答弁で，これ以降，僕，再質問できなかったの

ですけども，こういう考えで取組をされても，去年のデータでいうとちょっと伸びている

と。右肩上がりとは言わないにしても，確実に不登校児童生徒がどんどんどんどん増えて

いっているような傾向にあるということに関して，改めて今回どういうふうにお考えなの

か，どう捉えているのか，教育長の認識をお伺いしたい。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 不登校児童生徒が増加している状況についてどのよ

うに考えるかということでございますが，確かに議員さんが今，御指摘のとおり，本市に

おける不登校児童生徒の人数につきましては増加傾向にあるということでございます。た

だ，この増加傾向については全国的なものと，その動きと同様となっております。不登校

については，その理由は，これも議員さんに紹介していただきましたが，いろんな理由が

複合的に絡み合って不登校になるということになるのですけど，友人関係の問題ですと

か，学業の不振，生活のリズムの乱れ，無気力，不安などが要因であるというふうに言わ

れております。こうした問題や悩みを抱える児童生徒が増えていることが増加傾向にある

原因の一つかなと，そのように考えております。

また，養育力の弱い保護者の下で登校することが習慣化しない環境にある，そういった

児童生徒が増えていること。また，無理やり登校させようとすると自殺などにつながりか

ねないという理由で，登校を強制しないほうがいいという考え方が，それが社会に広がっ
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ているということも理由として考えられるのではないかと，そのように思っております。

学校には，児童生徒が，あらゆる他者を価値ある存在として尊重し，多様な人々と協働

しながら社会的変化を乗り越え，豊かな人生を切り開き，持続可能な社会の創り手として

育成していくことが求められております。そのためには，社会的に自立し，強くまたしな

やかに生き抜くことができるよう指導や支援に努めていく必要があると，そのように考え

ております。

以上です。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） 分かりました。

では，次の質問に入ります。

まず，不登校児童のニーズ，予備群は定義が明確ではないからということだったと思い

ますが，学力，体力をどのように把握し管理をしていますかという御質問を壇上でしまし

た。答弁のほうでは，不登校の状況や長期化で定期的な対面による聞き取りが難しいの

で，なかなか把握し切れない部分があるというふうなお答えだったと思います。当然そう

でしょう。なかなか御本人に会うことができないので，体力もそうですし，学力も分から

ないということです。ですが，ここで適応指導教室わかたけであるとか，ＳＳＲ（スペシ

ャルサポートルーム）で当然そういった児童生徒に勉強を教えるわけでございます。単な

る居場所の提供だけではないと思います。サポートするわけですから，学業的に。という

ことは，ある程度児童生徒の学力，体力は別として，学力を把握していないと指導にもつ

ながらないのではないのかなと。漠然と来て，では今日は何をやりましょうという話では

ないと思うのです。個々に応じた，能力に応じた学力をつけていただくためにそういった

教室なりスペシャルサポートルームを用意するのであれば，当然のことながらここで必要

となってくると思うのです。だから，把握できないで終わったのではいけない。把握でき

ないなりに個々の能力をどういうふうに把握するか，管理してあげるのか，またそれをそ

ういった支援教室に結びつけるのか，非常に大事だと思うのですけど，そのことについて

どういうふうに思われますか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 不登校児童生徒の学力の把握については，御答弁申

し上げているとおり，なかなか対面して把握が難しい場合もありますが，この適応指導教

室でございますとかＳＳＲに来ている子供たちに関しては，実際いろんな状況把握ができ
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ますので，その状況把握を踏まえながら個々の状況を把握し，適切な対応を図っていくと

いうことが必要だと，そのように考えております。そのようにしております。

以上です。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） ぜひよろしくお願いいたします。

それと，実績のことについてお伺いしました。今，わかたけ教室で４人ほど学んでいる

と，登録上４人ということでございます。よく話を聞きますと，登録は４人ですけど，実

際常時来ているのは１名というふうにお伺いしております。スクールソーシャルワーカー

につきましては，１２人の児童生徒が相談に訪れて，支援を行って好転している気配があ

るということでございましょう。

ここで言いたいのは，せっかくこういった教室，今現在竹原市ができる支援体制が整っ

ているのに，４８人に対してこれだけの人数というのはちょっと少ないような気がするの

です。壇上でも言ったように，支援をしようとしている子供なり，児童生徒なり，保護者

にちゃんと伝わっているのかなと。答弁書の中には，ホームページ等とかというふうに，

学校単位でもお知らせしているというふうなことを書いておりましたけども，せっかくこ

れだけいいことをやっているのだったらこちらからもっと，仕掛けるではないですけど，

攻めの姿勢で知らせる手だてというのはお考えないですか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 不登校児童生徒への支援に対する周知ということで

ございますが，不登校の児童生徒については，学校に行きたくてもなかなか行けない，自

身の気持ちと行動を一致させることができないということで，非常に心の中につらい気持

ちを抱えていたり，またその保護者も児童生徒の将来に対する不安や心配を感じるという

ことで支援に関する情報を必要とされると，そのように認識しております。

こうした支援に関する情報につきましては，一般的には不登校の状況になって初めて必

要とされる場合が多いこと，また児童生徒の不登校の状況でございますとか，学年などに

よって必要とする情報が異なるということもございますので，今時点においては相談の場

面等において，担任教員やスクールソーシャルワーカーなどから状況に応じて情報提供を

行っているところでございます。

不登校児童生徒が増加している中で，情報を必要としていない保護者に対する情報周知

について，どのような形が望ましいのか，また子育てに対して不安を感じている保護者や
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地域の方もいらっしゃると思います。そういったことを想定して，具体的な支援方法を市

民に広く発信することも含め，情報提供の在り方については考えていきたいと，そのよう

に考えております。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） よろしくお願いします。できるだけ不登校児童を極力減らすと，ゼ

ロにはならないにしても，今の体制で可能な限り頑張っていただいて，より浸透して少な

くなっていくことを切に望みます。ぜひとも頑張っていただきたいと思います。よろしく

お願いします。

次に，教員の働き方改革と部活動指導員について再質問させていただきます。

私が最初に聞いたのが，今現在の教員の労働時間と残業時間はどうなっているか。それ

と併せまして，名古屋大学の内田教授らのチームが行ったアンケートとかはやっていない

ですかというふうなことでございました。答弁書の中では，時間外労働につきましては，

令和３年の１人当たりの平均は１時間３７分となっておりますというふうなことでござい

ました。これ平均が１時間３７分ということになると，ガイドラインで示した週４５，年

間３６０，これは平均的にはクリアしているというふうに解釈してよろしいですか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 時間外勤務時間，この１時間３７分で４５時間をク

リアしているかどうかについては，すみません，計算をしないと分からないのですけど，

いずれにしても時間外勤務時間が少なくなるように取り組む必要があるとそのように考え

ておりますので，よろしくお願いいたします。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） ごめんなさいね，急に言って。私も計算しておけばよかったのです

が，ぱっと思いつかなかった。

ここで特化してお聞きしたいのは，内田教授グループがやったデータの中で，休憩時間

が全然取れていないのが教員の半分だったという衝撃的な事実があったわけです。とかく

労働時間ばかりクローズアップされている傾向にあったのですけど，実際現場で働いてい

る人が労働時間を短縮というのは当然教員なり学校長なりが努めてやっていることだと思

いますけども，その中においても休憩時間が全く取れていないとか，極端に取れないとい

う現実が名古屋のほうでは発生しているわけです。

竹原市教育委員会として学校にそういったアンケートをしているかといったら，そうい
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う内容のアンケートはしたことがないということです。これどうでしょう，１回してみて

はどうですか。単に労働時間だけでは済まされない問題，労働基準法的にも。ふだんの生

活の中においても，私らも理事者側もそうです。１日の業務の中で全く休憩時間を取らず

に仕事をするということはあり得ない話であって，現実的にそういうふうなところがある

ということに関してすごい危惧していますし，ひいては，さっきも言ったように，子供に

もやっぱり影響してくるのではないのですか，休憩時間がないもしくは取れない，取る時

間が極端に少ないということになれば。どうでしょう，アンケートを実施してはいかがで

しょうか，するべきだと思いますが。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） この名古屋大学の教授がやられたアンケートの中

で，休憩時間を全く取得できないというアンケートの答えをされた方がいるということで

ございますが，休憩時間の捉え方がどのようになっているのか，質問に対する認識がどう

だったのかというのがちょっと疑問に残るところでございます。

本市における教員の休憩時間については，各学校において校長によって勤務時間の割り

振りをしております。４５分の休憩についても校長が定めておりますが，いずれの学校に

おきましても，教員の休憩時間は給食後等の児童生徒の休憩時間に合わせたり，児童の下

校後や部活動開始前に位置づけたりするなど，分割をして休憩を取得しやすい勤務時間の

割り振りを行っているところでございます。しかしながら，実態としましては，児童生徒

の緊急対応や急な保護者対応等の際にはやむを得ず休憩が取得できない場合もあると，そ

のように認識をしております。

アンケートの必要性でございますが，我々としては，今，冒頭の教育長の答弁にもあり

ましたように，学校における働き方改革の取組方針というのを定めてそれを推進しており

ます。それを進めるに当たって，いろんな状況を検証しておりますので，そういったこと

を検証しながらしっかり取組を進めてまいりたいと，そのように考えております。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） 取組を進めているからアンケートは実施しないでよろしいですか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） この名古屋大学の教授が行われたアンケートが全て

どんな質問項目だったかというのも情報としては把握しておりませんし，我々としたら

我々が進める取組に必要な情報を取得していくことが望ましいと，そのように考えており
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ます。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） 現時点では考えていないというふうに捉えました。行く行くは何か

のタイミングで意識調査も含めて，ぜひ検討材料として取り入れてやってください。これ

は要望でございます。お願いいたします。

それから，今度は部活指導員と部活の地域移行についてお伺いいたします。

取組，問題点であるとかスケジュールはどうなのでしょうというふうに私は聞きまし

た。それと，これ５月３１日の中国新聞に出ていたのですけど，運動部の部活に対してこ

ういうふうに書かれております。「山間部や離島を除き，２３年から２５年度を改革集中

期間に設定」すると。「自治体には，実現への工程をまとめた推進計画の策定を求めた」

というふうに出ておりました。この聞き慣れない改革集中期間というのは，２３年から２

５年と設定されているようなのですが，２３年，来年から２５年度までにはこれを完全に

地域移行――部活指導員を含めたという話ですけども――に移らなければいけないものな

のですか。単にその間に努力しなさいというふうなことなのか，どちらなのでしょう。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 我々の認識といたしましては，もちろん地理的な要

件，それこそ議員さんが今おっしゃいましたように，離島ですとか中山間地についてはい

ろんな状況がございまして，なかなか国が進めるこういった地域移行が進んでいないとい

うことも前提にされているのだと，そのように考えております。

そうしたことを踏まえますと，竹原市の実情を踏まえて，この地域移行がどこまで実現

できるかというところもあるのですが，この改革集中期間において絶対義務的にというよ

うな捉え方ではありませんが，この取組が教職員の長時間勤務の解消でございますとか，

地域のスポーツ振興，そういった観点で進めるということとなっておりますので，そうい

ったことを踏まえますと，推進には非常に意味があるというのですか，一定の課題解決で

すとかスポーツ振興につながると思いますので，推進を図っていく必要があると，そのよ

うに考えております。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） 分かりました。

まず，部活指導員だけに特化してお聞きします。

これも中国新聞に出ていたのですけど，５月３０日ですが，尾道市内での中学校の部活
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指導員が１９年に３名採用されて，それ以降全然増えていないというふうな記事が載って

おりました。早々に急がれて増やすという予定のことも書かれていたようなのですけど

も，竹原市内にも今２校，２名の方が部活指導員という形でお仕事をされている，携わっ

ているというふうな御答弁でございましたが，従来でいうと部活，運動系も文化系もそう

ですけども，流れからすると教育の一環で部活をというふうな捉え方をずっとしてきてい

るわけです。それが間違いであるとかという問題ではなくて，当然教育の一環として部活

動もやっていく，教えるというスタンスをずっと取られてきた。でも，今度は部活指導員

となると外部の人間が入ってくる可能性があるわけです。でも，なかなか文章の中では，

見つからないと，人材確保にすごい困っているというふうなことも書かれていたようで

す。

これは私の思いです。大体，教職員のＯＢで，しかもその部活動に精通している人間を

探そうとするからどうしても人選に困るのではないかなと思うわけです。何も必ずしも部

活指導員には教職員ＯＢでなくてもいいわけです。ひいては，地域移行，さっき言ったク

ラブチームであるとかジムであるとか，学校からちょっと距離を空けるような格好になっ

てくると思うのです，地域移行が本格的に進めば。ということは，人選に困っているのは

そこら辺がまだいまだに教職員ＯＢからスタートしなければいけないという思いがあるか

らなかなか難しくなってきているのではないかなと私は感じるのですけど，教育委員会と

してはどういうふうにお考えでしょうか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 議員さんおっしゃられるように，部活動指導員は特

に教職員のＯＢに限るというような考え方はございません。ただ，部活動は，先ほど議員

さんもおっしゃられましたが，あくまで学校教育の一環でございます。心身の発達の途上

にある生徒を指導する部活動指導員には，練習が過度な負担とならないようにするととも

に，生徒の安全の確保，または暴言，暴力，行き過ぎた指導，ハラスメントなどの行為の

根絶が強く求められるなど，生徒の基本的人権の保障や権利利益の擁護の観点にも留意す

る必要があります。このような観点で人選するということと，あとは部活動指導員につい

ては，学校組織の中の校長監督下の職員であって，会計年度任用職員という形での雇用に

なります。学校における部活動指導員の必要性を含めて，校長の考えなども踏まえながら

その任用については検討が必要だと，そのように考えております。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。
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７番（川本 円君） 私もそういうふうに重々分かっております。ですが，人選するにお

いて，ほかの市町も当然そういった適任者を探すわけですから，実際にそういう本格的に

導入ということになれば。奪い合いになるとは言わないにしても，そのスポーツなりに精

通した人というのもやっぱり限られてくるわけです。部活の時間に時間的な余裕がある人

という，さらにまた狭まってきます。だから，後れを取ることのないように，早め早めの

段階で手を打って探して，ある程度目星をつけていただきたいというのが私の思いであり

ますので，それだけは言っておきたいと思います。お願いします。

それから，４番目の質問です。

中体連が既存の大会の見直しをし始めたということでございます。

これは全国的な話でもございます。少子化が進みまして，大会そのものが成立しないス

ポーツが発生してきたというふうなことを言われております。実際，竹原市においても，

特に運動部の部活動，多人数でやるスポーツ，野球であるとかサッカーであるとかバレー

ボールであるとか。近年見ますと，例えば野球でいいますと９人そろわない年が発生して

いるわけです。といっても，野球部をでは明日からやめたという話にはならないわけで，

よその学校と合同で練習したり，合同チームで大会に参加したりというかなり苦慮してい

るそうです，近年。

そこで，学校長にお任せしているのでしょうけども，そろそろ学校自体も多人数でやる

スポーツの取扱いについてもしっかりした議論をして，廃部しろという話ではないので

す。個人競技とかにしてみるとか。でないと，悲しいですよ。実際まだ私の娘が中学校の

ときにバレー部に入っていたのですけど，６人そろわなくて登録できないと。１年間を練

習ばっかりで試合が一個もなかったという年がございました。せっかく子供が部活動を頑

張りたい，バレーを頑張りたいと言って１年間何も試合がないというのは，非常に見てい

て私もつらい思いをしたことがございます。

だから，教育委員会がこうしろああしろと言うのでなくて，竹原市全体として，先ほど

言いましたクラブチーム登録に統一するとか，そういうことをすれば人数はある程度確保

できるのではないか，解消できるのではないかと私は思うのですけど，そういうことに関

してはどういうふうにお考えでしょうか。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） クラブ活動をクラブチームとかにというようなお話

でございますが，今回の地域移行と同じような考え方にはなるのですけど，その中でも課
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題として，クラブチームに所属するということになりますと，活動費，家庭の負担が生じ

ること，また指導のこと，学校の教育意義との兼ね合いというのですか，そういったもの

も課題となってまいりますので，そこら辺は慎重に検討しながら進めていく必要がある

と，そのように考えております。

議長（大川弘雄君） ７番川本円議員。

７番（川本 円君） ありがとうございます。

では，最後の質問とさせていただきます。

今回の部活指導員とか地域移行，始まって間もなしなのでなかなか具体的にどうだこう

だというふうなことにはほかの地域もなっていないようでございますが，文科省からの考

え方が定まっていないから検討に進んでいないというふうなニュアンスだったと思うので

すけども，そうではなくてどうしても必要性があるからこういった部活指導員や地域移行

という話が出てきているわけです。絶対後れを取ってはならないと思います。しかも，生

徒自体の数が竹原市は少ないのですから，なおさらそういった地域移行，それからさきに

部活の数とも言いましたけど，部活指導員の確保に向けて，もう検討ではなくて動いてほ

しいのです。でないと大変な事態を招くと。適任者がいないままずるずるずるずるいくの

が一番最悪の状態と思っておりますので，絶対早め早めに手を打って動いてほしいと思っ

ておりますので，そのことについて最後お伺いして終わりにしたいと思います。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 議員さんに提言していただきました部活動の地域移

行でございますとか部活動指導員の有効活用，そういったことに関しては大きな課題とな

っている教員の長時間勤務の解消にもつながりますし，多様な世代が参加できるスポーツ

環境の整備などの観点から進める必要があるとも考えております。実現すれば一定の課題

解決でございますとかスポーツ振興につながると，そのような認識をしております。した

がいまして，推進を図ることは全くやぶさかなことではないとそのように思っております

が，現時点におきましてはいろんな課題もございます。そういった課題がある中で，国や

県の動向を注視しつつこうした課題の整理を進め，生徒にとって望ましいスポーツ環境の

整備と教員の働き方改革につながるように，地域実態を踏まえながら見通しを持った上で

検討し推進を図ってまいりたいと，そのように考えております。

以上です。

議長（大川弘雄君） 以上をもって７番川本円議員の一般質問を終結いたします。
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議事の都合により，午後１時まで休憩いたします。

午前１０時５７分 休憩

午後 ０時５９分 再開

〔議長交代〕

副議長（山元経穂君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

午前中に引き続き一般質問を行います。

質問順位５番，下垣内和春議員の登壇を許します。

２番（下垣内和春君） ただいま議長より登壇の許可をいただきましたので，発言通告に

従って令和４年第２回竹原市議会定例会一般質問をさせていただきます。新風会の下垣内

和春です。どうかよろしくお願いいたします。

まず，最初の質問として，１，竹原市の今後の農業政策について。

竹原市は令和２年から令和３年にかけ，農業振興地域の整備に関する法律に基づき，農

業の近代化のための必要な条件を備えた農業地域を保全及び形成し，当該農業地域につい

て農業に関する公共投資を計画的に推進するため，竹原市農業振興整備計画（農用地区

域）を見直されています。このことは今後の農業の基礎となり，維持発展につなげていた

だきたいと考えております。

しかし，農業の抱える現状は高齢化と担い手不足等と考えます。課題としては，農地の

集積，経営所得安定対策が挙げられると思いますが，今回の農業振興地域の見直し等によ

る今後の農業政策について，次のとおり伺います。

１，竹原市農業振興整備計画の見直しによって，農業振興地域面積の増減により面積は

幾らになったのか。また，農業振興地域以外の農地面積は幾らになり，非農地面積は幾ら

になったのですか。

２，竹原市が農地利用の課題としている現在の農地利用の状況に沿った農用地区域の指

定がされていないこと。また，太陽光発電用地等への転用により，効率的な営農への支障

があることとはどういうことですか。

３，担い手不足の解消と効率的かつ安定的農業経営を営む人に対する農地利用の集積に

ついてはどのようにされていますか。

４，農業の維持や発展を考える上で，鳥獣被害対策は重要と考えますが，年間どのくら

いの農産物被害額があるのか。また，どのくらいの有害鳥獣を捕獲しているのか。今後の

対策はどのように考えておられますか。



- 98 -

５，農地を保全するためには，中山間地域等直接支払制度は有効な施策と考えます。交

付を受けられている地域数は幾らありますか。また，新たに受けるためにはどうすればよ

いのですか。

６，新型コロナウイルス感染症で専業農家，認定農業者，農業法人等の収入減を心配し

ております。市として，収入減に対して，コロナ対策として補助金を考えておられます

か。

７，農地の効率的な活用方法として，市民農園など非農家への貸出しをすることを考え

ておられますか。

８，地域おこし協力隊事業は３年目を迎え，１次産業の割合が高い振興山村の活性化及

び竹原市郷土産業振興館を中心とした地域資源の活用やブランド化の推進により，６次産

業化促進のための活動をされていますが，現在の活動内容と今後の取組はどうされます

か。

９，今後の竹原市の農業振興をどのように考えておられますか。

続いて，次の質問をさせていただきます。

２，竹原市緊急自然災害対策事業（河川・浸水対策等）の取組についてお伺いします。

今年も出水期を迎え，平成３０年７月豪雨災害や令和３年の大雨災害のような被害が発

生しないように望んでおります。災害発生時には，市民の皆様の生命を第一に考え対応を

されるようにお願いいたします。

国の緊急自然災害対策事業である「防災・減災，国土強靱化のための５か年加速化対

策」と連携し，防災インフラの整備を推進するため，緊急自然災害防止対策事業債で令和

３年から令和７年度までの５年間に重点的かつ集中的に対策を講じられることとされまし

た。

緊急自然災害対策事業で，令和３年から取り組まれている大きな浸水被害を受けた吉名

町毛木地区浸水対策事業に伴う計測業務と東野町東野地区浸水対策事業基本・実施設計業

務についての取組の状況をお伺いいたします。

以上で壇上での質問を終わらせていただきます。

副議長（山元経穂君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 下垣内議員の質問にお答えいたします。

１点目の竹原市の今後の農業政策についての御質問でございます。
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農業振興地域整備計画につきましては，災害等で農業ができなくなった農地や耕作放棄

地等が農用地区域として指定されたままになっている状況，担い手に集積を進めている農

地が指定されていない状況，太陽光発電用地等へ転用され，効率的な営農をするためのま

とまった農地を確保することが難しい状況などから，このたび見直しを行ったものであり

ます。

このため，集団的に確保することができ，効率的に営農できる一団の農用地，公共投資

がされている農地，中山間地域等直接支払交付金事業に取り組んでいる農地を農用地区域

の指定方針として見直しを行った結果，農用地区域の面積は３０９ヘクタールから２１９

ヘクタールへ減少しております。

また，農用地区域以外の面積は９８２ヘクタールであり，そのうち農業委員会で非農地

であると判断されている農地等の面積は４０７ヘクタールであります。

次に，担い手不足の解消につきましては，国や県をはじめとする関係機関と連携を図り

ながら，新規就農者や経営規模の拡大を目指している農業者等に対して，補助金をはじめ

とした各種支援制度により，担い手の確保，育成を図っております。

また，担い手への農地集積につきましては，農業委員会で実施している農地利用意向調

査等を基に，貸付けを希望している農地を中心とした一団の農用地の農地所有者に対し，

農地集積への協力を促しているところであります。

次に，鳥獣被害につきましては，令和３年度は，カラス，スズメ等の鳥類によるものが

１，４４９万円で，イノシシ，鹿等の獣類によるものが５２１万５，０００円で，合計が

１，９７０万５，０００円，そのうち１，３８２万４，０００円が果樹の被害額となって

おります。

また，有害鳥獣の捕獲については，イノシシが５７０頭，鹿が４１１頭，カラスが１８

羽，その他小動物が１２６匹であります。

今後も，国や広島県と連携を密にし，国の鳥獣被害対策防止総合交付金を活用したワイ

ヤーメッシュ柵の設置や箱わなの整備を継続して実施するとともに，鳥類による果樹への

被害が大きいことから，今年度から防鳥網による鳥獣対策を実施するなど，被害防止対策

に取り組んでまいります。

中山間地域等直接支払交付金につきましては，農業生産条件の不利な中山間地域におい

て，集落等を単位に農用地を維持管理していくための取決めを締結し，農業生産活動を維

持するための活動を行う必要があり，本市においては現在８地域がこの交付金を活用して
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農地の保全に取り組まれております。引き続き，交付金を活用し，中山間地域の農地等の

維持，保全をすることにより多面的機能が発揮できるよう取り組んでまいります。

次に，新型コロナウイルス感染症の影響による収入減に対する支援につきましては，昨

今の原油価格，物価高騰の影響などによりさらに経営が厳しくなっている状況の中，安定

的な生産，供給を実現するため，継続して営農を行う農業者等に対して支援金の給付を検

討しているところであります。

農地の効率的な活用方法につきましては，現在農業委員会が承認した市民農園の開設は

なく，非農家への貸出しは行っておりません。

なお，本市では農地法に基づく農地取得の下限面積は北部地域では２０アール，その他

地域では１０アールでありますが，令和２年度から空き家バンクに登録されている空き家

に付随する農地を取得する場合に限り，その下限面積を１アールに引き下げることによ

り，農地を取得しやすくすることで農地の有効利用を図っているところであり，引き続き

農地の効率的な活用方法について検討してまいります。

地域おこし協力隊につきましては，現在２名の隊員が活動しており，１名は田万里，仁

賀地域を中心に，生産した農作物の販路開拓やこれを活用した産品開発に取り組んでおり

ます。

引き続き，農作物の販売や産品開発等に取り組むとともに，他の地域においても遊休化

している農地を再生する取組や鳥獣被害防止対策の一つとして，イノシシ，鹿等のジビエ

の利用について調査研究してまいります。

また，もう一名は郷土産業振興館の運営に携わりながら，魚介類等の１次産品を活用し

た商品開発や販売促進のためのリーフレットの作成，インターネットショップでの販売に

取り組んでおります。引き続き，郷土産業振興館を生かした新たな商品開発やＳＮＳ等に

よる情報発信，インターネットショップでの販売など，魅力ある地元産品の開発，販売に

取り組んでまいります。

今後の農業振興につきましては，引き続き国，県をはじめとする関係機関と連携を図り

ながら，担い手の確保，育成及び担い手への農地集積を進め，農産物の生産振興を図ると

ともに，農地の有効利用や荒廃防止に取り組んでまいりたいと考えております。

また，国の交付金を活用した鳥獣被害防止対策を進めるとともに，郷土産業振興館を生

かした新たな商品開発やＳＮＳ等による情報発信を積極的に行うことで，魅力ある地元産

品の販売を促進し，生産者の支援を図ってまいります。
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次に，２点目の緊急自然災害対策事業の取組についての御質問でございます。

平成３０年，令和３年と市内各所において発生した浸水被害に対しましては，安全で安

心な災害に強いまちづくりを目指して，浸水対策に精力的に取り組んでいるところであり

ます。

このうち，毛木地区におきましては，地形的な要因から平成３０年７月豪雨，昨年７月

の大雨では道路を中心とした浸水被害が発生しております。このような状況から，浸水対

策を講じていくため，ドローンによる現況測量を実施し，冠水箇所等の早期把握や遊水地

へ流れ込む雨水流量の調査を行っているところであり，この結果を基に浸水被害を軽減す

るための効果的な対策を検討してまいります。

また，東野地区においても，度重なる大雨において在屋川の越流及び山田川の水が賀茂

川の高水位により排出できないバックウォーター現象により，長善寺前から東野小学校付

近において浸水被害が発生しております。このことから，現在業務委託により地形や既存

水路の大きさ，勾配など，現況を把握するための作業を実施し，浸水範囲等も含めたシミ

ュレーションを行っているところであり，この結果を基に浸水を防止するためのバックウ

ォーター対策などを検討してまいります。

いずれの地区におきましても，度重なる浸水被害の発生を重く受け止め，浸水対策の工

事が早期に完了するよう全力で取り組んでまいります。

以上，答弁といたします。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） それでは，再質問を農業のほうからさせていただきます。

まず最初でございますが，今回の農業振興地域等の見直しは現在の竹原市の農地の現況

を踏まえ，今後の農地の有効利用や農業促進を考えられた下でしたと考えます。残念なこ

とは，災害で大切な農地が被害を受け農業ができなくなったことです。

平成３０年豪雨災害等で非農地になった面積は幾らかお伺いをさせていただきます。ま

た，災害で復旧した農地は農業を再開するのが条件と伺っておりますけど，全ての方が農

業を再開されているのかということについてもお伺いをさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） 平成３０年７月豪雨災害によりまして被災した

農地につきましては，原則公共による復旧工事――これは約８０件程度ございますが――

これと自らの復旧作業によりまして復旧されているものが大半でございます。また，農地
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法上においては，こういった近年の災害により農業ができなくなったということの理由に

よりまして非農地ということに判断することはございませんけども，農業委員会で毎年調

査をさせていただいております遊休農地の面積につきましては，平成３０年度末では２１

ヘクタール程度であったものが，令和３年度末では６７ヘクタール程度まで増加しており

まして，約４６ヘクタール増加している状況になっております。

このうち，どの程度が災害によりまして耕作されなくなったかについては確認できてお

りませんけども，平成３０年の災害により，農地を続けていくことが困難になったことか

ら，令和２年から開始されております第５期中山間地域等直接支払制度の取組ができなく

なった新庄町の葛子地区でございますが，そういったところが実際に出ておりますことか

ら，高齢化だけでなく災害により耕作されなくなった農地が一定程度あるものと考えてい

るところでございます。

また，復旧した農地で全て農業が再開されているかということにつきましては，公共に

よる復旧工事については農業を継続することということが条件ではございますが，今後現

地確認等を行いまして，必要に応じて農業が再開できますように指導支援をしてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） ありがとうございます。

平成３０年の災害があったときに，私も初めて議員にならせていただいて，農家の方と

いろいろお話をする中で，農業を始めてくださいと，激甚災害で負担金も安いのでそうい

うことをしてくださいと言われても，なかなかもう高齢化のために農業を諦めるという方

も何人もいらっしゃいました。大変残念に思っておったわけですが，そういう方がかなり

いらっしゃると思います。

それと，最後に聞きました，一応農業をやっていただくというのは今からだろうと実際

には思います。いろいろと農業をするためにいろんな準備とかいろんなことがあると思い

ますけど，これには多額の税金が入っているもので，そこを踏まえてやはり決められたこ

とはしっかりとやっていただくようなことを今後，市もそういう農家の方に御協力，御支

援をいただくように努力をしていただきたいと思いますが，この辺についてどのように。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） 先ほども答弁させていただきましたけども，公
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共工事につきましては，農業を継続するということが条件でございます。高齢化という部

分もございまして，継続についてはなかなか難しい点もあるかとは思いますけども，市と

いたしましてはこういった現地確認等を行いながら，引き続き農業を再開いただけるよう

御支援してまいりたいと思っております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） では続いて，質問させていただきます。

太陽光発電用地にかなり転用されていると。私も農業推進委員を１期やらせていただき

ましたので，多かったことはよく覚えております。農業でまとまった営農するための農地

の確保が大変難しいということは今答弁いただいて分かっているのですが，それ以外に太

陽光発電用地等に変わって，農業をするのに対するデメリットがほかにあるかどうかとい

うことと，また竹原市では太陽光発電用地を利用して農業をされている方がいらっしゃる

かどうか，そこについてお伺いします。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） ソーラー設置，ソーラー転用によりましてのデ

メリットにつきましては，一団の農地ということについては，先ほど市長答弁で申し述べ

させていただいたところでございますが，それ以外のデメリットということでございます

が，農地から他の用途に――ソーラー用地でございますが――転用されているということ

から，その地域での農業の担い手が減少していくということになりますので，その担い手

の減少に伴いまして，例えば農道や農業用水路，こういったものの維持管理をする人員と

いいますか，担い手の方が減っているということで，農業を継続する上での課題が出てく

るものと考えているところでございます。

また，ソーラーの下を利用した農業ということでございますが，こちらにつきましては

営農型太陽光発電と言われておりまして，太陽光パネルの下を利用しました農業をしてい

くということでございますけども，現在竹原市では事例はないという状況でございます。

しかしながら，年に数件はこの営農型太陽光発電について問合せを受けております。そう

いったのはまず売電による農業以外の収入増ということもありますけども，日陰ができる

ということで熱中症対策，あるいは日陰に適した作物栽培，こういったことがございます

ので，今後農業の農地利用の一つの方策として，市としても検討してまいりたいと考えて

おります。
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以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） 今後，太陽光発電を利用しての農業等が始まる可能性が考えられ

ますので，そのことについては市のほうもよく検討して今後対応していただきたいと思い

ます。

続きまして，３番目，担い手不足の解消について御質問をさせていただきます。

特に，新規就農者が農業経営を始めようとするためには，その地域の方々の協力体制や

信頼関係が大変大切だと考えます。

竹原として，このような対応をどのようにされているのかをお伺いさせていただきま

す。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） 新規就農者等の就農に当たっての地域の協力体

制，信頼関係の構築という質問でございますが，本市におきましては，地域にお住まいの

方が新たにというケースよりは，市外から転入いただいたり，他の地域から農業を始めて

みたいという方の相談が多くございます。そういうことから，新たに就農される前には一

定程度のまず農地を集積するということもございますので，竹原市と担い手が協働しまし

て，地域でまず説明会のほうを開催させていただいております。説明会の中では，どうい

う作物を作付していくか，あるいはスケジュール等について説明しながら，逆に地域のほ

うからは水路管理，農道管理等，いろいろな注意することを御意見いただくというような

形で説明会を開催させていただいております。

また，営農については，広島県やＪＡとサポートするという体制を組んでおりますの

で，地域において営農がスムーズに行われるよう取り組んでいるところでございます。

こういった取組の中で，地域との協力体制あるいは信頼関係を構築してまいるというと

ころでございます。よろしくお願いいたします。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） 新規就農者がその地域でしっかり営農ができるようにするために

も，やっぱりそこの地域の方に溶け込まなければいけないと思いますし，根を下ろした農

業，農業は継続性が大事でございますので，その辺は今後とも市はしっかりと対応してい

ただきたいと思います。

次に参ります。
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４番目，鳥獣害の被害対策についてお伺いをさせていただきます。

農業経営を行うには重要な対策事業であると考えております。私も農業地域のほうにお

りますので回って見る機会が多いのですが，補助金対象とならない対策が多く取られてい

るように思います。もう少し補助金対象を柔軟な対策にしたほうがよいのではないかと考

えますし，特に農業振興地域内は作付する作物もある程度同じようなものを生産されてお

りますので，そういうところの農業振興地域を今から竹原市の農業の中心にするのであれ

ば，やはり農業地域丸ごと全体で鳥獣害対策を考えてもらえばいいのではないかと思うの

ですが，その辺についてお伺いをさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） まず，補助対象外の鳥獣害対策の支援という部

分でございますが，確かに鳥獣害対策支援につきましては現在個人向けの支援として単市

で実施しておりますが，トタンあるいはワイヤーメッシュ，そういったものの設置が補助

対象ということでございますが，現在そういったもの以外にも新たな防止対策のもの，あ

るいはそれぞれ農家の方が工夫して鳥獣害対策を取られているというケースがございま

す。市といたしましても，補助対象以外のものにつきましても，効果があるものについて

は費用面で有利なものもございますので，柔軟な対応をしていきたいと考えているところ

でございます。

また，地域ごとの鳥獣害対策でございますが，本市の，先ほど議員からもございました

ように，農業については，例えば北部地域であれば水稲，また吉名ではジャガイモ，竹原

ではブドウ，そういった地域ごとで特産品といいますか，農産物が集中しているという地

域が多くあるかと思います。北部では中山間地域においては，中山間地域等直接支払交付

金を活用いたしまして，地域で鳥獣害対策に取り組まれているというところはございます

けども，地域ごとで農産物ごとに鳥獣害対策を取るというのは重要なことだと思っており

ます。

今年度については，竹原吉崎地区において，国の交付金を活用しながらＪＡのブドウ部

会の数人の方が合同で鳥獣害対策を取られるということで，市のほうも支援しまして，地

域全体での鳥獣害対策を促進しているところでございます。こういった取組が被害防止対

策に，より高い効果があるものと考えておりますので，地域全体で鳥獣害対策を取ってい

ただくよう促進してまいりたいと考えております。

以上でございます。
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副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） ありがとうございます。

いろいろ私も，農家個人個人とお話をさせていただくことが大変多いので，そのときに

市の状況とかということについて，本当に市は補助金をなかなか出してくれないというよ

うな話をかなり聞くこともございますけど，その中で手頃なといいますか，自身で対策を

されるというのは大変大切なことでありますが，その辺もじっくり農家のサイドに立って

そういう柔軟な補助金対象を今後考えていただくようにお願いをしておきます。

では続きまして，新型コロナウイルス感染症の影響による支援金の具体的な検討がされ

ているのかどうかについてお伺いをさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） こちらの農業者に対する支援金でございます

が，市長のほうの答弁でもございましたとおり，コロナ禍におきまして原油価格，物価等

が高騰しているという状況があります。農業の関係におきましても，例えばワイヤーメッ

シュ等ですと昨年から約３割ぐらい上昇したり，また燃料等についても２割以上高騰して

いる，また肥料についても高騰するという情報が入っております。

市といたしましては，そういう影響を受けている農業者の皆さんに対しまして，一定の

収入条件等は考えているところでございますが，他の業種の皆さんと同様に定額の支援金

の支給を検討しているところでございます。よろしくお願いいたします。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） しっかり前向きに考えていただきたいわけですが，県内では三

次，世羅町が既にコロナ対策として支援金を給付しております。特に，世羅町のことを紹

介させていただきますと，世羅町は新型コロナウイルスの影響を受けた農業法人や町の認

定農業者向けに農地面積に応じて支援金を出されております。集積した農地や農業技術を

守るため，１０アール以上の農地を所有する個人や法人に１０アール当たり３，０００円

を支給，畜産農家については一律５０万円を支給ということでございます。その財源につ

いては，国の臨時交付金で充てておられます。世羅町のほうは基幹産業が農業ということ

もございますので，そういう形が早々と取られているのだと思いますが，農業を継続す

る，守るということはどこの地域でも同じことでございますので，よろしくお願いしたい

と思います。

また，米の価格です。米の価格はＪＡが基本的にある程度の米の価格を出して，それに
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よっていろいろと市場的な米の価格が決まってくるようになっているわけですが，ＪＡの

ほうの令和元年度から令和３年度では１，０００円近く価格が３０キロ当たり下がってい

るわけです。これは当然コロナ禍だということで下がっています。米は現在自由販売です

からＪＡへ出すばっかりではないのですが，竹原市の農家の方は現在でもＪＡのほうへ出

荷される方が多くおられます。

先般，三原農協の田中組合長に会う機会がございまして，農業振興なりそういう市のほ

うへ協力してくれないかという話の中で，米価が下がっているということも大変農協側と

してもつらいというような話をされておりましたし，今度肥料の価格が高騰するというこ

とも農協自体も大変頭を抱えていらっしゃいました。農協のほうもそういう形で支援をし

てくださいよということでお願いをさせていただきました。

その中で，ＪＡさんも来年合併されますので，大きなＪＡになります。その関係の中で

大変忙しいのですが，最近竹原市の農業に対する考え方は大変進んできているという話を

されておりました。その中で，農業振興については協力できることは協力していきたいと

いう話もさせていただきました。ということがございますので，今回のコロナもそうです

が，農業経営を守るためにぜひとも支援をお願いしたいと考えております。

では続きまして，次に参ります。

農地の効率的な活用方法は現状的に大変難しいのではないかと。私も市長答弁を読ませ

ていただいたら厳しいのではないかなと思いますが，その中で令和２年度から空き家バン

クに登録されている空き家に付随する農地を取得する場合に限り，その下限面積を１アー

ルということにされておりますが，農地を取得しやすくすることということで有効活用を

図っておられますが，現時点で何件で，取得された農地面積は幾らか伺います。また，令

和２年８月に実施されたアンケート調査の概要では，農地の効率的な利用をするための対

象とした市民農園など，非農家への貸出しが４７．３％でトップであります。このような

ニーズ等を竹原市は今後どのように検討されるのかお伺いさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） まず，２点御質問をいただきました１点目でご

ざいますが，下限面積引下げによります申出の件数等でございますけども，令和２年以

降，制度の見直しをさせていただきまして，農地法に基づく下限面積の引下げを実施して

いるところでございますが，まず登録いただいた方につきましては所有者９名でございま

して，筆数が２７筆，面積が５，７６４平方メートルの申出登録をいただいております。
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このうち，成約といいますか，売買に至ったケースでございますが，２３筆，面積として

３，５８５平米分でございまして，新たな担い手といいますか，購入いただいた方につい

ては６名という状況になっております。この６名については，市外の方が５名，市内の方

が１名という状況でございます。

次に，市民農園などへの転換ということでございますが，市民農園につきましては，現

在，市の施策として実施しているという現状ではございませんけども，地域によっては一

つの農地を分割して複数の人が実際に農作物を栽培されているという事例もございます。

そういった事例を参考にして，農地所有者の希望に沿えるような形で農業，営農ができる

よう，今後の施策に生かせればと考えているところでございます。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） ありがとうございます。

農地法でいえば，なかなか非農家の方へ貸出しすることは今の現状では大変難しいと。

法律では北部で２０アール，南部で１０アールという，なかなかそれだけを非農家の方が

管理するのは大変だと思います。それで，民間のレベルといいますか，農家の方が地域の

非農家の方へ，ではこれだけ使ってもいいよというような形のもので今はいっているのが

現状だと思いますし，うちもそういう形で何回か地域の方にお貸しをしたこともございま

す。というような形の中で，今後は下限面積とかということについて，農業委員会でしっ

かり検討されて，もうちょっと非農家の方が農業をしやすいような状況を考えていただき

たいと思います。そういうニーズは家庭菜園的なものはたくさんあろうと思いますので，

その辺を含めた中で今後対応していただければ，高齢者なり，何しろ家庭菜園をやるとい

うことについてはやっぱり健康的な面からしてもいろんなことがあると思いますので，そ

の辺も今後考えていただくようにお願いしたいと思います。

では続きまして，８番目，地域おこし協力隊について再度質問させていただきます。

２名の方が今活動されているとは伺っておりますが，１名は田万里，仁賀地域を中心に

生産されたものを活用し，どのような食品開発をされているのか。もう一名は郷土産業振

興館の運営に携わりながら商品開発をされている。どういう商品を開発されているのかと

いうことをまずお伺いさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） 地域おこし協力隊の活動の実績といいますか，
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どういったことを実際に商品開発されているかというところでございます。

まず，田万里，仁賀地域で活動している協力隊につきましては，田万里地域で令和元年

度から開始されておりますプロジェクトに参画いたしまして，米，大豆あるいは菜の花を

生産いたしまして，それらを活用して実際に米粉パンあるいは豆乳チーズ，菜種油といっ

た商品を開発したところでございます。また，開発した商品につきましては，その商品や

田万里地域のＰＲをするためのホームページを作成いたしまして，販売につながるような

パッケージデザインも考案しながらインターネットショップの構築に取り組んだところで

ございます。こうした取組によりまして，令和３年度には昨年の１１月から豆乳チーズな

どを販売いたしまして，約１００万円程度の売上げが上がったというところでございま

す。任期が残り１年となっているところでございますけども，現在は田万里地区でのプロ

ジェクトの経験を生かしまして，他地域においても農業をしながら農地面積を増やすよう

な取組をしているところでございます。

次に，郷土産業振興館に従事している職員でございますが，こちらは令和３年１０月か

ら赴任して以来，これまでにデザインの勉強とかホームページの作成に従事していたとい

う利点を生かしまして，まずは商品ＰＲ用のポスターあるいは郷土産業振興館のＰＲ用の

リーフレット，そういったものを作成いたしますとともに，商品としてはなかなか売行き

が伸び悩んでおりましたけども，小魚の詰め合わせセットを作って販売したり，現在では

魚の煮つけの真空パックを今ずっと研究して商品開発，そういったものに努めているとこ

ろでございます。

また一方では，忠海，吉名漁協に仕入れに行ったりしておりますので，漁協の組合員と

稚魚の放流に取り組んだり，あるいは漁業に関心を持っているということで，郷土産業振

興館を活用して，より鮮度を保つような調理法についても現在取り組んでいるところでご

ざいまして，今後も新たな商品開発に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） 一生懸命取り組んでいただいているということでございますが，

４年の期間でございます。農業とかいろんなものは継続性を問うわけですので，その辺も

しっかり，なかなか成果というのもあれですが，しっかりとあと２年頑張っていただくよ

うによろしくお願いしたいと思います。

もう一つの質問でございますが，今回の市長答弁においてジビエの利用ということが出
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てきたのは，私はちょっと意外だったのですが，鳥獣被害対策とか，いろんな形の中で農

業振興に与える影響が大きいのではないかとも考えておりますが，今回のイノシシ，鹿等

のジビエの利用について調査研究ということにされていますので，検討ではないのであれ

ですが，今後どのような取組を考えておられるのか，お伺いさせていただきます。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） こちらのジビエの利用につきましては，田万

里，仁賀で活動している協力隊員が農業を営む中で，鳥獣被害に課題を感じておりまし

て，そういった若い農業者はほかにもございますので，そういった農業者と連携いたしま

して，現在，空き家等を活用して加工解体施設を開設検討していたり，現在は猟友会のほ

う，会長さん宅等に訪問いたしまして，イノシシ，鹿の捕獲方法等についていろいろ相談

させていただいているところでございます。

また，食肉の活用につきましては，地元の加工会社と連携いたしまして，商品開発に取

り組んでいきたいということで，現在，計画しているところでございます。

また，こうした取組を進める上で，資金というものが重要になりますので，こちらにつ

きましては，現在クラウドファンディングにより調達していきたいということで検討して

いるところでございます。

市といたしましても，こういった農産物への鳥獣被害は減少していると言えない状況で

ございますので，イノシシ，鹿の捕獲が促進されるよう，こういうジビエの利用について

は効果的であるというように考えているところでございます。

市におきましても，協力隊の計画が具体的に進んでいけば狩猟者の確保，あるいは加工

施設の課題等が出てくるとは思いますけども，市としても何とか支援していけたらなと思

っているところでございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） ジビエのことは，実際私も市民の方と県に相談に行ったことがあ

るのです，ジビエの加工とかということで。なかなかそういうことは難しいよという話を

聞きましたということで，一生懸命やろうと思っても，その辺はたくさんイノシシや鹿が

いるから，ジビエの事業をしようというのはなかなか厳しいというお話でした。加工が大

変難しいということで，販売するのはできたものを販売するのだからいいなということが

あって，そのためには今部長が言われましたように，資金とかいろんなもののどうしても

支援が必要で，頑張ってやる方がいらっしゃればやっていただくということだろうと思い
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ますが，採算ベースがどうかまで考えると，なかなか難しい状況ではないかと思います

が，今後，調査研究ということですが，これを検討ぐらいに変えていただいて，しっかり

そこらも今後検討していただくようによろしくお願いしたいと思います。

農業の最後の質問をさせていただきます。

農業振興でございます。

農業振興については，国の方針，担い手不足の解消の新規就農者や経営規模の拡大を目

指す担い手等が中心となった補助金や各種制度を使っての担い手確保，育成を図っており

ます。竹原市もそれに追随しながら，国の政策に基づいて対応されていることというのは

間違いないと思います。先ほどから，私がずっと言っていますように，農業は継続性だ

と。とにかく農業は良いときも悪いときもあるわけですが，長く継続していくということ

が農業には大切だと私も考えております。そのためには，今現在，農業をされている方は

一生懸命農地を守っていただいているわけです。その中で，農地を守り，保全し，耕作放

棄地化しないような政策を今後市のほうには取っていただきたいと思います。荒廃防止を

どのように今後取り組まれるかをお伺いいたします。

副議長（山元経穂君） 観光まちづくり担当部長。

観光まちづくり担当部長（國川昭治君） 今後の農業振興ということでございますが，ま

ずは農業の担い手が高齢化，あるいは減少していく中におきましても，やはり農地を守っ

ていくということが必須であるかと考えております。議員のほうから御指摘いただきまし

たとおり，耕作放棄地にならないように取り組んでいくことが重要であるかと思っており

ますので，現在は耕作放棄地対策といたしましては，農業委員会による調査，あるいは中

山間地域交付金を活用した農地保全，そういったものに取り組んでいるところでございま

すけども，引き続きこういう取組を継続して，新たに若い世代の方が本市で農業に関わっ

ていただくこと，あるいは規模の小さな農業者においても農業を継続していただく，こう

いったことが重要であるかと思っております。

今後におきましても，竹原市で農業を始めたい，あるいは農業を続けたいと，そう思っ

ていただけるよう一定規模以上の営農を希望する方については，これまでどおりの支援を

していきたいと考えておりますが，規模の小さい農業者においても，鳥獣被害防止対策へ

の補助金の活用をしやすくなるなど，そういった見直しをしながら営農を支援してまいり

たいと考えております。

農地法においても，下限面積の見直しという質問をいただいたところではございます
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が，竹原市に合ったような形の下限面積についても検討しながら，どのような形で農地を

守っていくかということについて，市といたしましても検討，取り組んでまいりたいと思

っております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） 今，部長が言われたように，今の農政というものはどうしても新

規就農者中心の考え方です。そうではなく，竹原市にはそういう方よりか，今現在高齢化

でありながら一生懸命農地を守った零細な農業者が多いわけです。そこらにも手を差し伸

べるというのは，それも農業振興だと思いますので，引き続き，新しいものを作ってくれ

る方がたくさんいらっしゃればいいのですが，なかなかすぐはそうはいきませんので，そ

ういう方をしっかりと支援していただくようにお願いしたいということと，最後に５年，

１０年後の農業を見据えた政策を今後対策として考えていただければと思っておりますの

で，よろしくお願いしたいと考えます。

続きまして，浸水対策についてお伺いさせていただきます。

今回は，東野町，東野地区の浸水対策を中心に再質問させていただきます。

災害復旧は，まだ全体には至っていないと考えています。昨年７月及び８月の大雨災害

に係る災害復旧の取組としては，柏野川，青田川の復旧工事が本年１月に完了したという

ことは，市長の挨拶の中にもありました。また，出水期前に山田川の浚渫工事や農業用，

生活用水路の土砂撤去も実施していただいているところでございます。本当にありがたく

思っておりますが，相次ぐ災害で既存の河川や水路は耐えられないほどの雨量や土砂がど

うしても災害では出ますので，それで災害が発生していると思いますし，いろんな地域を

回らせていただく中で，今農業問題もやりましたけど，水田が減少していると，遊水田の

保水能力が減少すると，どうしても水路とか川へたくさんの水が流れるということも否め

ない事実だろうし，水田が減少すると，農業用水路は使用しなくなる，その中で土砂等が

たまった水路が機能しないところも多く，私も見ておりますが，そういうことがございま

すので，そういうことに今後対応していかなければいけないと思いますし，東野町もこの

ような現象下にあると思っております。特に，２度の災害で青田川には大量の砂が流れ込

んでおります。それは上流に砂防ダムか治山堰堤のようなものがあったほうがいいのでは

ないかなという，私も感じはしております。そこらが浸水災害の要因の一つではないかと

考えます。
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そこで，お伺いさせていただきますが，現在，業務委託により地形や既存水路の大き

さ，勾配などの現況を把握するための作業等を実施されていますが，この調査やシミュレ

ーションはいつ頃結果が出るのか教えていただきたいと思います。

副議長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 東野地区におきます業務委託の状況ということで御質問いただ

いております。

東野地区における業務委託につきましては，市長からの答弁にもございましたけども，

今年度，この業務委託におきまして様々な調査を進めているところでございます。地域の

皆様方にとりましては大変御関心が高い内容というふうには認識しておりますけども，時

期につきましては，できるだけ早く御説明ができるように，広島県ともいろいろ必要な協

議を行いながら取り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） ありがとうございます。

若干まだ予測がつかないということだろうと思いますけど，今業務委託中ならちょっと

詳しいことを，地域の住民の方からすれば大変重要なことですので，部長，分かる範囲で

回答していただきたいわけですが，市長答弁の中に在屋川の越流対策ということも出てお

りますし，山田川のバックウォーター現象対策ということが出ております。そのためには

ポンプ等の設置等も必要だと思いますが，その辺について部長のお考えをお聞かせいただ

きたい。

副議長（山元経穂君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 在屋川及び山田川における対策の現在の状況ということで，御

質問でございます。

まず１つ目，在屋川の越流対策ということでございますけども，当時の被災状況を踏ま

えますと，現段階の想定でございますけども，例えば護岸のかさ上げですとか，橋の架け

替えといった河川の断面を確保するというような対策が想定されるところでございますけ

ども，実施におきましては様々な現地の条件を考慮する必要がございますので，具体的な

対策につきましては今後調査設計を予定しておりますけども，この中で検討していくとい

うこととしております。

もう一つ，山田川のバックウォーター対策ということでございますけども，これにつき
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ましては先ほどの１つ目の御質問の業務委託というところの内容で進めているところでご

ざいますけども，今年度具体的な対策内容ですとか，事業規模，さらには必要な期間，こ

ういったものにつきまして，そういった検討も含めまして業務委託を進めているというと

ころでございます。

具体的な内容につきましては，できるだけ早く御説明ができるように取り組んでまいり

たいと思います。御理解のほうをお願いいたします。

以上でございます。

副議長（山元経穂君） ２番下垣内和春議員。

２番（下垣内和春君） 今，一生懸命に調査中でございますので，そこまで聞くのはどう

かなということの中では，やはり住民の方は４年に２回も浸水が起きているわけですか

ら，その辺については大変市民の方もシビアではないかと考えております。

今後，そういう設計とかシミュレーションが終わったら，やっぱり地域のほうへ出向い

ていっていただいて説明，また住民の方の意見等を参考にした大変よい浸水対策に心がけ

ていただきたいと思っておりますので，よろしくお願いしたいと思います。

最後に，市長のほうへ御質問して私の質問を終わらせていただこうと思っております。

市長は，令和３年３月に竹原市強靱化地域計画を策定され，人命の保護が最大限図られ

ること，市，社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること，市民の財産及び

公共施設に係る被害の最小化に資すること，迅速な復旧復興に資することを基本的な目標

として，年次別に取り組まれております。その中の一つである緊急自然災害対策事業，河

川浸水もかつてない大がかりな計画を立てられて，地域の住民が安心してその地域で住め

る地域づくりの確立を目指し，対応されていると考えております。市長の今後の強靱化対

策の取組についてお伺いいたします。

副議長（山元経穂君） 市長。

市長（今榮敏彦君） 竹原市の強靱化地域計画につきましては，議員御承知のとおり，昨

今の日本の全国的な豪雨災害でありますとか，災害の激甚化，予測できない降雨量，自然

状況というものから，国も抜本的に強くこの取組を進めるべく対策を講じるための各地域

への計画策定を求められ，また竹原市においてもその計画の策定を進めてきたところであ

ります。

いずれにしましても，竹原市としては強靱化計画を定めた上でも同年７月，８月に大き

な災害を被ったわけでもございます。相まって，平成３０年の豪雨災害からの復旧復興，
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また昨年の７月，８月の大雨災害を受けました取組としては，一日も早い復旧，また強靱

化に向けた対策，これはもう必要不可欠だというふうに強く認識しております。

部長も，現時点の取組状況は御説明申し上げましたけれども，まずは今年度，そのよう

な形で本川については，以前から御説明申し上げております。また，東野におきまして

も，大変大きな被害を被った地域でもございますので，しっかりとした計画策定をもって

各地域の皆さんが安心して暮らすことができる事業が推進できるように，今後も鋭意取り

組んでまいりたいというふうに考えております。

また，災害対策事業はどうしても時間のかかるものでもございますが，応急対策を含め

てハード，ソフト両面で，この災害対応については取り組んでまいりたいと思っておりま

すので，御理解とまた御協力をお願いしたいと存じます。

副議長（山元経穂君） 以上をもって２番下垣内和春議員の一般質問を終結いたします。

議事の都合により，午後２時１５分まで休憩します。

午後２時００分 休憩

午後２時１４分 再開

〔議長交代〕

議長（大川弘雄君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

引き続き一般質問を行います。

質問順位６番，松本進議員の登壇を許します。

１４番（松本 進君） 日本共産党の松本進です。発言通告に従って一般質問を行いま

す。

まず，第１番目には忠海団地内の公園管理についてであります。

団地住民の方から相談がありました。今年２月に今榮市長に団地内２か所の公園管理，

運営を竹原市に要望しますという内容でした。そこで市長に質問します。

公園管理の要望書に対する竹原市長の回答，対応はいつどのようにされていますか。

私は，住民の要望を受け入れるべきだと考えます。参考までに紹介しますと，自治会が

負担する公園の維持管理費は，２０１１年度に第１公園フェンス５５万８，６００円，２

０１６年度には第２公園フェンスに８５万９，２２９円，２０２１年度には第１，第２公

園の樹木の伐採，枝打ちに１１３万６，３００円，この間の合計で２５５万４，１２９円

です。団地の住民は，災害時の避難所として公園設置が位置づけられており，冠崎公園や

内堀公園と同様に竹原市で管理，運営をしてくださいと強く要望されています。市長の答
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弁を伺います。

次に，団地内２か所の公園管理は，改定前の地方自治法第２条第２項に定める公共事務

に該当するのでしょうか。この公園施設は，避難所，市民の集会所，憩いの場等々，市民

の生活に必要不可欠であります。

次に，この２か所の公園は，２００３年，平成１５年３月２８日，３者――団地開発者

と竹原市と忠海団地自治会長――，この３者が「忠海団地内の第１児童遊園地及び第２児

童遊園地の管理に関する覚書」を締結しています。この覚書の第２条に所有権移転登記と

あります。第２条に至る目的や法的な根拠，所有権移転登記日，登記費用の事務について

伺います。

第２番目の質問項目は，本川等防災対策について伺います。

今年５月１０日に広島県西部建設事務所東広島支所から，本川水系の河川整備に伴うア

ンケート調査が私のところにも届きました。本川水系では，平成３０年７月洪水，令和３

年７月洪水など，浸水被害が発生していることから，広島県では本川水系における今後お

おむね２０年間の具体的な整備の目標及び整備内容を定めた本川水系河川整備計画の策定

を進めていますということでした。

これまで広島県は，本川河川整備計画を２００７年２月に作成しています。私は，早期

実施を強く求めてきました。しかし，実施に至らず１５年が経過しています。２０１８年

７月，２０２１年７月に洪水が起きて，甚大な浸水被害が発生しました。

そこで，市長に質問します。

新本川整備計画は，旧計画――先ほど申し上げた２００７年２月策定――，この計画と

比較して，主な変更内容はどこになるでしょうか。２０１８年７月，２０２１年７月の教

訓を生かす洪水被害防止のために本川河川整備計画における河道断面の設計の時間降雨量

は何ミリとなりますか，大王浸水対策時間降雨量４４ミリと同じでしょうか。河川改修区

間は，旧計画では延長が１．６キロから新計画では延長が１．０５キロと短縮変更されて

います。流域面積では，７．３９ヘクタールに対する洪水が安全に流下できる河道面積

は，旧計画で住吉橋上流付近の河道幅約１２メートル，法河川上流端付近は約８メートル

ですが，新しい計画の変更はありますでしょうか。

河川改修川幅拡張の概要はありませんけれども，本川下流域の左岸，国道１８５号拡幅

工事に伴った――これは古い年代に工事をされていますけれども――，この工事に伴って

竹原の道の駅から陸橋付近の本川の川幅が極端に狭くなっています。河道断面の確保はど
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のように担保されているのか，伺っておきます。

本川河川改修区間は，洪水調整，貯水機能を確保する場所は右岸ですか，広さは何平米

ですか。この洪水調整機能の働きを伺っておきます。

次に，現在の本川河川整備計画は，２００７年２月に策定しましたが，１５年たっても

本川の拡幅工事等は実施されていません。この繰り返しは，絶対に許されません。新本川

整備計画の策定予定日，工事施行期日の見通し，市長の取組の決意も併せて伺っておきた

いと思います。

次に，北崎，吉崎遊水地の浚渫計画，実施状況，浚渫工事に伴う遊水地の貯水容量の確

保，排水ポンプ能力に伴う流域面積の時間降雨量は何ミリとなりますでしょうか。

３番目の質問は，竹原市立小中学校の統廃合問題，いわゆる竹原市立学校適正配置懇話

会の答申について伺います。

竹原市教育委員会が２月２７日，総務文教委員会に報告した竹原市立学校適正配置懇話

会――すなわち懇話会の答申――，将来を見据えた市立学校の適正な在り方等について

――２０２２年２月４日作成――，この内容について私は大変驚きました。

竹原市立学校の統合再編スケジュールを見てみますと，第１期――２０２２年から２０

３２年――，第２期――２０３３年から２０４３年――の今後２０年間には，現在の竹原

市立１１学校を（仮称）竹原学園の１校に統廃合する内容であります。

教育長は，第１回の懇話会２１年２月５日，この懇話会で市立学校の統廃合，再編の時

期など４項目を諮問されて，主な諮問理由は少子化の進展に伴い，児童生徒数が減少し，

複数校で複式学級が発生するなど，学校を取り巻く状況は厳しさを増しています。こうし

た状況の中で，児童生徒の社会性の育成に制約を生じるなど，教育指導上の課題が多くあ

ることから，学校の適正化等を図る必要があると述べています。

また，総務学事課長は，小規模校の課題として，児童生徒に与える影響，これが一番重

要なのかもしれませんと発言され，その一つに集団の中で自己主張，社会性，コミュニケ

ーション能力がつきにくい。２つ目には，切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出さ

れにくい。３点目に，多様な物の見方や考え方，表現の仕方に触れることが難しいなど，

５つが考えられるとしています。

しかし，現在，このようにならないように，校長をはじめ教職員が努力していますが，

どんどん教職員も若返り，教職員の技量という話にもつながるかもしれませんが，課題と

して示させていただいておりますとの報告がされています。
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そこで，教育長に質問します。

まず，この小規模校の課題に伴う児童生徒に与える重要な課題は，教職員の努力で対応

されています。小規模校の本質的な課題は，教職員の採用等竹原市教育委員会の内部問題

のことではないでしょうか。

次に，小規模校が児童生徒に与える影響――社会性や切磋琢磨等々――の具体的な教職

員の努力，対応を伺います。

次に，第２回懇話会２１年５月２５日，この懇話会で，教育次長は市立学校の適正配置

について，あくまでも事務局のたたき台です，議事２，市教育委員会が目指す方向性で説

明した協働的な学びを授業で進めていくためには，どうしても少人数学級や複式学級では

難しく，各学年に一定規模の集団が必要ですという旨を述べています。

そこで伺いますけれども，複式学級や少人数学級は，標準規模学級に比べて児童生徒の

学力は低下していますか。その具体的な検証はありますか。保護者アンケート結果は，今

の竹原市の学校教育について約８割が満足です。約２割の保護者の満足していない項目

は，学力面２６．８％，英語教育１４．５％，生徒指導１４．５％であり，この対策は今

どのようにされていますか。

次に，市教育委員会が想定する各学年の一定規模の集団とは，第２回懇話会２１年５月

２５日付，この懇話会で教育次長が述べた先生方の経験により，１グループ５人程度で話

合いができて，さらに他のグループの多様な意見を聞き，学びを深めることができるよう

に４から６グループで１学級２０人程度が理想的ではないかと考えていますということで

すけれども，この教育次長の一定の集団に基づく２０年後の竹原市立学校の統合再編が，

（仮称）竹原学園１校にすることなのでしょうか，明確な説明を求めます。

次に，懇話会，懇話会とは広辞苑によると打ち解けて話し合うというふうに載っており

ましたが，この懇話会の在り方についてお尋ねします。

教育長は，第１回懇話会で４項目の諮問事項，理由を説明の後，将来を見据えた市立学

校の適正な在り方等について，教育的視点から検討，審議をしていただき，御提言をお願

いしますと発言しています。

ところが，第２回懇話会で，教育次長の市立学校の適正配置及びブロック制の再編につ

いて，竹原市の児童生徒数の現状，学校施設の老朽化等を踏まえた今後１０年から２０年

後を見据えた教育活動を適切かつ効果的に行うことが必要です。この説明をたたき台とし

て議論していただければと思います。この説明の後，第１番目に委員からの発言は，次の
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ようなものでした。

竹原市の厳しい財政状況を考えると，教育の中身について非常に言いにくいのですがと

いうことでした。続く会長の発言は，この会では経済問題は避けて通れないので云々，そ

の一方で，将来の児童生徒数の減少を考えたときに，竹原市の中でどのようなシステムを

取り入れてマネジメント――企業の経営管理のことです――していけばいいのか，子供た

ちの力をより最大限引き出すことができるのか，こういった方向で会としては答申をまと

めたいと発言されています。

そこで教育長に質問します。

厳しい財政事情では，教育の中身について言いにくい，この発言を踏まえた答申を教育

長はどのように受け止めていますか。また，どのようなシステムを取り入れて子供の力を

最大限引き出す内容ですか。

次に，保護者アンケートの一部を紹介いたします。

竹原市学校教育の満足度の問いについては，約８割が満足しています。

次の竹原市学校教育について望むことは，まず第１番目に子供たちが社会性や協調性を

身につける機会があること。２番目に子供同士が刺激し合い，学力，体力を高め合うこと

ができる。３番目には一人一人に目が行き届いたきめ細かな指導を受ける等々，保護者の

意見，要望であります。

この学校教育に望むことで，１番が先ほど言った社会性協調性を身につける，２番目が

子供同士が刺激し合い，体力，学力を高め合う，３番目が一人一人に目が行き届いたきめ

細かな教育を受けることができるということでした。

そして，人数の少ない学校でよいと思われることはの問いに対して，１番が教職員の目

が行き届きやすく，きめ細かな指導ができる，これは２６．４％でした。

次に，学校教育を行う上での問いで，１学級の人数は何人くらいが適当と思いますかと

いうアンケートに対して，１番目には２０人から２４人程度，４３．６％，２番目は２５

人から２９人，３２．２％，３番目が１５人から１９人，１３．５％，こういった少人数

学級に対する保護者の声がありました。総じて，このアンケートでは，保護者の意見，今

の学校教育に約８割の方が満足されている。２点目に人数の少ない学校でよい，これが保

護者の２６．４％で多数です。その理由としては，先ほど申し上げた教員の行き届いたき

め細かな指導ができること。３番目に学校教育を行う上で，１学級２０人から２４人が適

当，こういった保護者の考えであります。
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ところが，第４回懇話会２１年９月２日付の懇話会ですけれども，会長はどう言ってい

るのか，これの一部を紹介すると，今回のアンケート結果が，私たちの適正配置とどうい

う関係を持つのか，２つ目にはやはりコミュニティがこれからどうなっていくのか，これ

まで地域が学校を支えていくストーリーでしたが，地域が衰退していく中で，学校が地域

を支える，学校が地域に貢献していく，もう一つのストーリーを学校には期待していると

いう発言もありました。

これを踏まえて，教育長にお尋ねしたいのは，先ほど申し上げました保護者の意見，要

望は，答申のどこにどのように反映されていますか。また，学校統廃合の――すなわち適

正配置による――地域の衰退に伴い，学校が地域を支える，この具体的な施策は何でしょ

うか。この施策と地域の衰退との関連はどのようになりますか。教育長の明快な答弁を求

めます。

次に，市長に質問しますけれども，この答申の柱は，現在，竹原市立１１学校あります

けれども，これを１０年，２０年後までには一つの学校，（仮称）竹原学園この１校に統

廃合する内容です。教育施設という公共施設の役割が失われてしまうだけでなく，地域の

コミュニティ，協働社会が衰退，崩壊して地域のにぎわいが失われることは明らかであり

ます。竹原市の人口減少を加速して，竹原市の存続そのものに重大な影響を与えます。

市長は，この予測される事態を追認されるのかどうか。私は，懇話会の答申である学校

統廃合は即刻中止すべきである。市長に明確な答弁を求めたいと思います。

議長（大川弘雄君） 順次答弁願います。

市長。

市長（今榮敏彦君） 松本議員の質問にお答えいたします。

３点目の御質問のうち，教育に関する内容につきましては，後ほど教育長がお答えいた

します。

１点目の忠海団地内の公園管理についての御質問でございます。

忠海団地内の第１児童遊園地及び第２児童遊園地は，昭和４９年に開発事業者が忠海団

地造成時に整備したもので，これらの管理につきましては，平成１５年に開発事業者，本

市及び忠海団地自治会の３者で締結した覚書により，地元自治会が行ってきたものであり

ます。こうした中で，自治会住民の高齢化の進行や公園管理に係る住民負担の増加によ

り，将来的に自治会で公園を管理することが困難となることが見込まれることから，本年

２月２２日に忠海団地自治会から覚書を解除し，公園を本市が管理するようにとの要望を
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受けたものであります。

本市といたしましては，他の民間管理の公園との公平性や住民の高齢化による負担の増

加などの観点から検討を行い，今後は全ての管理を自治会が負担するのではなく，日常的

な点検や維持管理については自治会で実施し，施設の補修や撤去等については，市と自治

会がその都度協議した上で対応することとし，５月１３日に忠海団地自治会に文書により

回答し，おおむね御理解をいただいたものと認識しております。住宅団地開発により整備

された公園の管理につきましては，開発事業者が住宅地として造成，分譲したもので，公

園についても，主に団地内に居住する住民の憩い，交流の場として活用されることを目的

に，開発事業者が整備されたものであるため，本来は民間で管理するべきものと考えてお

ります。

次に，覚書第２条の公園敷地の所有権を市へ移転する旨の規定につきましては，主に団

地内に居住する住民の憩い，交流の場として活用される公園用地が，将来にわたり維持，

存続されることを目的として，３者が任意で定めたものであります。この規定に基づき，

平成１５年４月に開発事業者から市に，公園用地に関する寄附申込書が提出され，本市に

おいて同年５月に所有権移転の登記を行ったものであります。

次に，２点目の防災対策についての御質問でございます。

現行の本川水系河川整備計画は，平成１６年から平成１７年にかけて相次いだ台風によ

る高潮被害を踏まえて，平成１９年２月に策定され，この計画で河口部の高潮対策として

位置づけられた防潮水門及び排水機場などが，平成２５年９月に供用開始され，これまで

相当な効果が発揮されているところであります。平成３０年７月豪雨，令和３年７月の大

雨においては，本川上流域の堤防高が不足している区間の溢水や橋梁桁下阻害による水位

上昇等により浸水被害が発生したことから，広島県において流域治水を見据えた本川及び

流域の調査を行い，現在，整備計画の変更案を策定中であります。

今回の整備計画の変更における基本的な考え方としては，過去最大規模となった平成３

０年７月豪雨及び令和３年７月の大雨と同等の雨量に対し，河川からの越水，溢水による

家屋の浸水被害を防止することとされております。

御質問の河道断面の設計における時間降雨量につきましては，本川流域において２４時

間降雨量が過去最大規模であった平成３０年７月豪雨を目標降雨に設定され，大王地区浸

水対策の設計降雨量とは異なるものとなっております。このため，広島県において実施さ

れている内水シミュレーションの状況等を踏まえ，本市においても大王地区の浸水対策事



- 122 -

業の見直しを進めているところであります。

次に，整備計画の延長につきましては，現行計画では１．６キロメートルに対し，変更

計画の素案では，今回想定の計画雨量に対して，内水も含めた流出解析結果に基づき，

１．０５キロメートルとされております。また，河道断面等については，現時点で具体的

に申し上げることはできませんが，想定雨量の流下に必要な断面は確保されるものと伺っ

ております。

なお，道の駅たけはらから陸橋付近の本川の川幅についても，想定の流量に対し，必要

な河道断面は既に確保されている状況であります。

また，洪水調整，貯水機能に関する御質問につきましては，本市において，本川の左岸

側に内水氾濫の抑制のため，雨水貯留施設の設置を検討しているところであります。

今後の見通しにつきましては，まず整備計画について，現在，広島県において流域住民

アンケートの集約を行うとともに，パブリックコメントを実施されているところであり，

その後，関係機関や有識者への意見聴取を経て，８月までに国へ同意申請を提出される予

定となっております。また，工事の実施については，現在，調査，設計を行っているとこ

ろであり，今後，地元説明や用地買収を行い，来年度中には工事着手する目標と伺ってお

ります。このようなスケジュールの下，度重なる浸水被害の発生を重く受け止め，本川改

良復旧事業と内水対策について，引き続き広島県と密接に連携を図りながら，早期に完了

するよう全力で取り組んでまいります。

次に，北崎，吉崎遊水地の浚渫についてであります。

北崎遊水地については，浚渫計画の約１，０００立方メートルに対して１，２００立方

メートルの浚渫を，吉崎遊水地については，浚渫計画の約４，４００立方メートルに対し

て２，７００立方メートルの浚渫を，それぞれ５月までに完了したところであり，吉崎遊

水地については，今後，計画量の残りの浚渫工事の実施を予定しております。

なお，遊水地については，古来の湖沼を活用したものであるとともに，樋門や排水機場

については，高度成長期に様々な経緯で整備したものを現在もなお工夫しながら有効活用

しているものであるため，今回実施しました浚渫実績による治水効果を定量的にお示しす

る指標は有しておりません。今後におきましても，排水機場や遊水地の治水効果を十分発

揮できるよう，引き続き適正な維持管理を行ってまいります。

次に，３点目の竹原市立小中学校統廃合についての御質問でございます。

市立学校の適正配置につきましては，今後も児童生徒数の減少が見込まれる中でも，子
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供たちが社会を主体的に生き抜くために必要な資質，能力を身につけられる充実した教育

環境の整備を行うため，竹原市立学校適正配置懇話会の答申に示された内容を踏まえて，

推進を図る必要があると考えております。

今後，適正配置計画を策定することとしておりますが，本市教育の推進及び環境整備に

つきましては，現在推進しているコミュニティ・スクールの充実を図ることで，地域と学

校，または地域と子供のつながりを維持し，地域を支える人材の育成を進めるとともに，

これまでと同様に学校施設の有効活用に努めることなどにより，地域の活力の維持に向け

て取り組んでまいります。

以上，私からの答弁といたします。

議長（大川弘雄君） 教育長。

教育長（高田英弘君） 松本議員の質問にお答えいたします。

３点目の竹原市立小中学校の統廃合についての御質問でございます。

市立学校の適正配置に関する取組につきましては，今後も見込まれる児童生徒数の減少

によって生じる小規模校の課題を踏まえ，市立学校の配置の在り方について竹原市立学校

適正配置懇話会に諮問を行い，懇話会各委員の意見を基にした答申をいただいたところで

あり，現在，その答申を踏まえて適正配置計画の作成を進めているところであります。

小規模校の課題につきましては，児童生徒数が少ないことで教育活動に制約が出ること

や教員数が少ないことで多様な指導が困難なことなど，学校運営上の課題と社会性やコミ

ュニケーション能力の育成など，学習環境上の課題があると認識しております。

これからの学校教育には，自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価

値ある存在として尊重し，多様な人々と協働しながら社会的変化を乗り越え，豊かな人生

を切り開き，持続可能な社会の創り手として育成していくことが求められます。こうした

資質，能力を育成していく上で，一定の人数がいなければ集団の中で個を育てる学校の存

在意義を発揮しにくいものと考えております。

小規模校が児童生徒に与える影響に対する教職員の努力，対応につきましては，例え

ば，複式学級においては１つの教室で１人の教員が２つの学年の児童生徒に授業を行うこ

とになります。したがって，一方の学年に授業をしている際に，教員が関われないもう一

方の学年への指導対応など，通常の授業とは異なるスキルが必要になります。

また，一定の集団でしか経験が積みにくいことに関しては，意図的に全校を巻き込むこ

とによってつくる一定の集団の中で経験させるなどして，コミュニケーション能力や社会
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性などの資質・能力を児童生徒に身につけさせるよう，様々な工夫をして最大限の効果が

出るように取り組んでおります。

複式学級や少人数学級と標準規模学級との間における学力の状況につきましては，全国

学力・学習状況調査の結果などによって比較はできますが，平均点で比較する場合，少人

数学級においてはサンプル数が少なく，１人の結果が全体に大きく影響することから，一

般に適切な比較にならないと考えられております。また，少人数学級と標準規模学級との

間で生じる学力の差を説明する公表された資料等は承知しておりません。

保護者アンケートで満足度の低い項目に対する取組につきましては，学力面において

は，全国学力・学習状況調査などの結果を通じて，児童生徒個々のつまずきの状況を把握

し，個人の学力に応じた指導を行うなど学力の向上に向けた取組を進めております。

英語教育においては，英語の専任教員にＡＬＴが授業に加わり，少人数指導を行ってい

るほか，１ＤＡＹ国内留学を開催し，ＡＬＴや留学生との交流を通じて，楽しみながら英

会話に触れる場を設けるなど，グローバルを意識した英語教育の推進を図っております。

生徒指導に対する取組においては，生徒会活動の中で生徒自らが生徒指導規程について

考えるなど，児童生徒の主体的な取組を通じて，個々の自己指導能力の育成に努めており

ます。

国立社会保障・人口問題研究所が出している将来人口を参考に，今後における児童生徒

数を試算したところ，令和３年度における１，３５４人が令和１２年度には９５２人，令

和２２年度には６６９人まで減少することが見込まれます。

こうした状況を踏まえて，今後子供たちに求められる様々な資質，能力を育む協働的な

学びを進めるに当たり，必要な一定規模の集団を確保するための方策として，最終的に１

校に統合再編する案が示されたものと考えております。

懇話会委員の財政状況に触れた発言につきましては，限りある財源の中で他の施策分野

との予算配分のバランスを意識する必要を感じられたことから出た言葉と思われますが，

当該委員を含め各委員においては特にはばかれることなく自分の意見をしっかりと出され

ており，答申はこうした各委員の自由闊達な意見を基に最終的に取りまとめられたものと

考えております。

答申にまとめられた子供の力を引き出すシステムにつきましては，今までの各学校の特

色ある取組を生かして融合しながら，新たな特色をつくり出すとともに，さきに創立した

義務教育学校の取組を先例にし，竹原市らしい学校運営協議会を中核とする義務教育学校
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へと段階的に統合再編していき，地域に根差した９年間の系統性のある小中一貫の教育や

地域の教育力を生かした特色ある教育を推進することが必要と示されております。

答申における保護者アンケートの意見，要望の反映につきましては，メリット・デメリ

ットを答える質問は回答する保護者の価値観等によって相反する意見，要望があるため，

全てを反映することはできないと考えておりますが，１０年後を見通し，子供に身につけ

てほしい知識，スキル面，態度，社会性面の資質能力や適正と思う規模の学級数などの質

問に対し，より多くの保護者が求められている結果から，市立学校の統合再編に向けたデ

ザインを導き出されたものと考えております。

学校と地域が支え合う仕組みにつきましては，現在推進しているコミュニティ・スクー

ルの仕組みを活用し，その充実を図ってまいりたいと考えております。具体的には，現在

各学校で設置している学校運営協議会を統廃合後も部会として残し，地域と子供との間で

確かなコミュニティがつながることによって，地域が深い愛情を持って子供を育て，また

子供は地域に愛着を感じることで地域を支える人材として成長する仕組みの構築を目指す

ことが必要だと考えております。

以上，答弁とさせていただきます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） それでは，再質問をしたいと思います。

時間の関係で簡潔な答弁を求めておきたいと思います。

まず第１番目に，忠海団地の公園管理についてでありますけれども，先ほど市長答弁

で，今後は全ての管理を自治会が負担するのではないと，あとは云々とありますけれど

も，この答弁というのは今までは全て自治会が負担という覚書の内容になっておりますけ

れども，今後，全ての管理を自治会が負担することではないということは，覚書の解除を

求める住民要望，公園管理の要望がありますけども，これは覚書を解除するというふうに

受け取っていいのかどうかを，まずお答え願いたいのと。

それから，その負担するのではなくという，続いて，日常的な点検，維持管理は自治会

が行い，施設の補修や撤去は市と自治会がその都度協議した上で対応するとありますけれ

ども，ここでの費用の負担が発生した場合，これは市が全面的に負担するというような理

解でよろしいのでしょうか，お答えをお願いしたいと思います。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） まず，覚書についての御質問でございますけども，これにつき
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ましては，市長の答弁にもございましたけども，経緯等がございます。開発事業者が整備

されたものというところで，我々としましては本来は民間で管理するべきものということ

で考えております。

ですので，覚書については，基本的には現在も有効ということで考えておりますけど

も，今の現状が，団地が整備された時期が昭和４９年ということで，随分前ということ

で，高齢化の進行など社会状況が大変大きく変わっているというところでございます。

こういったことを踏まえまして，例えば，危険な状態にあるにもかかわらず，自治会で

対応することができないというようなケースにおいて，その危険の除去といったような，

住民の方の安全確保というような観点から，市と自治会が協議して是正策を講じるという

ようなことを内容としては想定しております。ですから，覚書を協議して定めるというよ

うな事項のルールを今回整理したというような考え方でございます。

２つ目に御質問をいただきましたのは，その際の費用の負担ということでございますけ

ども，これにつきましては市と自治会のほうとで都度協議をさせていただくということで

ございますけども，その中で市のほうが対応するというふうになったものにつきまして

は，市の負担ということになりますけども，これ以外につきましては今までどおりの自治

会のほうでの御対応ということで考えております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 先ほど，壇上で具体的な金額，自治会が負担している金額を紹介

しましたけれども，こういったフェンスとかいろんな面での負担，これは協議して，この

３年間余りで相当大きな金額になっていましたけども，少なくともこの半分程度とか，そ

ういった補助は考えられるというような理解になるのでしょうか。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 先ほどからも御説明しておりますけども，その都度協議をした

上で対応ということで，今後起こり得る事象に応じての対応ということになりますけど

も，役割分担としましては市が実施するというふうに内容を定めれば，その範囲について

は市のほうで費用を負担するということで，そこが市の負担になるということで御理解い

ただければと思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。
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１４番（松本 進君） 私は，これまでの３年間でフェンスとかいろんな伐採とか，３年

間で２５０万円強の負担をされているということを紹介いたしました。これについて明確

な御答弁がないのは大変残念でありますけれども，もう一つこの件で伺いたいのは，この

覚書の中に市が所有権を明記すると，市の所有権という形になっておりますけれども，こ

れに対する法的な答弁を求めてやったのですが，答弁がなかったので再質問したいと思う

のですけども，この移転登記に関わる法的な根拠について，都市計画法施行令第２５条の

６の中に，開発区域内に公園とか緑地とか広場が設けられていること。これが都市計画法

の施行令第２５条の６に明記されています。この施行令に関わって竹原市が所有権を，自

治会の所有権だったものを竹原市に登記したという，私は理解していたのですけれども，

そうではないと。自由に任意でそんな話合いの中で，たまたまといいますか，自治会の所

有だった公園の底地といいますか，所有権を市に移したのだよと。ここに，今紹介した都

市計画法施行令第２５条の６では，広場を，公園緑地を設けなければならない，開発区域

の中へというようなことが書いてあるものですから，これに基づいて，市は自治会から市

に所有権を移したのかなと，私は思っていたのですが，これとは別に関係ないと，任意に

自由に結んだというような理解でいいのでしょうか。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 今回の忠海団地の公園につきましては，これまでも御説明して

いるように，その覚書に基づいて，３者の任意の取決めの中で市のほうが土地のほうは所

有するというような整理になったものでございます。

今の都市計画法施行令の条項につきましては，私も今確認ができておりませんけども，

この団地につきましては，時期がかなり古い事業ということになっておりますので，根拠

法とかもこの根拠に該当するのかどうかというのは，また別途確認させていただきたいな

と思います。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） そこは大切なところだったのですが，今の答弁は残念でありま

す。

何でそこにこだわるかというと，民間開発が開発した団地で，その中の２か所に公園を

造った，広場を造った。しかし，いろいろなるる結果の中で，この施行令というのはその

開発区域内に公園とか緑地とか広場が設けられていることというのは明記されているわけ
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です。それは何のためかというのは，特に今，地元の要望書の中にもありますけれども，

憩いの場，交流の場だけではなくて，いざ自然災害が起こったときには避難所として，そ

ういった公園が必要なのですよということも要望書としては出されています。

ですから，私はこういう底地をなぜ市が所有したのか，登記したのかというのは，団地

が勝手に公園の土地を処分できないというような仕組みをつくったのかなというふうに思

っていました。それで，今確認を求めたのです，答弁はちょっとありませんでしたけど。

それで，今この覚書の契約自体は３者が任意に結んだものですよと，任意というのは自

由にできるということですよね。ですから，任意に結んだものだから，例えば自治会の都

合が変わって，この今の土地を貸し出したり売却したりして，団地の収入を得たいという

ような場合は，任意の契約ですから，覚書ですから，そこは団地の裁量に任せると，協議

するのでしょうけど，駄目だよという，さっきの都市計画法では駄目かなと私は理解して

いたのですが，そうではなくて第三者が任意に結んだことだから，団地の都合によって売

却なり，公園の２か所の土地の売却なり貸出しなり，そうして収入を得たいということが

起これば，団地の判断を優先すると，尊重するというような理解でいいということです

ね。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 今，少し具体的なお話がございましたけども，団地のほうで処

分ができるのかというような御質問でございましたけども，これまでも御答弁しておりま

すけども，３者が任意で結んだものということで覚書というものがございますので，その

都度，過去の随分昔に整備したものでございますので，社会情勢等の変化，これに対して

市としてもいろいろ様々なことを考えて対応していかないといけないということで，今回

も危険の除去というようなところで，必要になれば相談を受けた中で，市のほうでも対応

を考えていくというような整理をさせていただいているところでございますけども，今の

土地の取扱いというようなところにつきましても，具体的な御相談をいただければ，その

都度検討していくということになろうかと思います。いずれにしても，その公園，地域の

実情などをしっかりお話を伺いながら対応することが必要かなというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） そこはぜひ大切なところですから，本当に自由勝手に自治会の都
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合で土地の売却なり，貸出しなり，私はもうできるわけがないと，それは何でかといった

ら，先言った都市計画法の中で交流の場，憩いの場以外にも災害とか緊急的に必要な土

地，必要な公園ですから，広場ですから，それはやっぱり勝手にそういうことはできな

い，そのほうが地域住民の方の安全を守ることにつながるから，歯止めをかけているとい

うふうに私は理解していましたから，ぜひそういった対応ということになれば，単なる民

間が交わしたけれども，そういったいろんな災害とか，そういう公園の役割が変わってい

るわけですから，竹原市として覚書は解除して，市が管理をするというのが，私は筋では

ないかなというふうに思いましたので検討していただきたい。

それから，時間の関係で，次の点の本川の防災対策等について伺います。

これは本川の新旧，今，新しい計画がつくられて，今度はこの計画をつくって１５年，

２０年もほったらかしではないよというような市長の答弁ではなかったかということを期

待したいというふうに思うのですけれども，その変更の主な内容について，通告した内容

について答弁がありませんでしたので，基本的なところなのですけれども，これは県の行

う事業だけれども，既に通告しております。

１つは，新しい整備計画の基本的な考え方というのは，過去最大規模となった２０１８

年７月，２０２１年７月の豪雨，大雨，同等の雨量に対して本川の溢水，越水が起こらな

いよう家屋浸水の被害を防止するということで，基本的には流域面積もさっき紹介しまし

たけれども，本川の流域面積に対する，そこに雨がどれだけ降るかということを最大限検

討するということで，その過去に降った例というのは，２０１８年７月豪雨で，昨年の７

月豪雨，この流域面積の中にそれぞれ最大何ミリ降ったのでしょうかというのは通告して

おりますので答弁していただけばというふうに思います。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 今回，整備計画の変更ということで，広島県さんのほうで作業

されているというところでございます。前回といいますか，正確に言うと現行の整備計画

という言い方になりますけども，これは平成１９年２月に策定されているというところ

で，これは平成７年ですとか平成１１年の洪水相当の降雨というのが想定されていたとい

うところです。今回はそれが見直されて，平成３０年４月豪雨を目標降雨に設定されてい

るということでございます。この降雨の具体的な内容につきましては，正確な数字は今手

元にないですけども，２４時間の量でいくと約３００ミリ程度，時間雨量でいくと約４０

ミリ強，４０ミリを超えるぐらいの雨ということで，そういうのを降雨パターンとして設
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定しているということでお聞きしております。

いずれにしても，ここ近年の豪雨の状況を踏まえた変更ということで，平成３０年豪雨

というのが，その河川整備計画策定上で，かなり厳しい条件ということで，県から聞いて

いますのは，令和３年の豪雨のほうは，平成３０年の豪雨で設定すれば対応が可能という

ことで聞いております。令和３年のほうの数値のほうはちょっと今手元にございませんけ

ども，そのような状況でございます。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） 答弁では時間雨量４０ミリ以上といいますか，これに耐えるよう

な設計も入っているということでした。

それで，ちょっと時間の関係で次の質問に移りますけれども，一つはこういう新しい計

画をつくる場合に，原則は，さっき言った流域面積に対して時間雨量，例えば４０ミリな

ら４０ミリ降った場合に，河道断面が足らないから川幅を広げるよというのが基本的な対

応の仕方だと思うのですね。流速の場合は勾配がほとんど決まっていますから，なかなか

流速の強化というのは難しいと思うのですけれども，基本的には川幅を広げて河道断面を

確保するというのが，私が素人で見て，そうではないかなというように思うのです。

その場合で，具体的に答弁がありませんでしたけれども，そういった川幅で河道断面を

確保して，流量を確保すると，洪水にならないように対策を取るというのが１つと。

それで，問題は川幅が，さっき言った４０ミリの時間降雨量に耐えられるように広げら

れればいいのですけど，そこは地域の状況によっていろいろ対応の仕方があると思うので

す。県のほうにも，それを一つ考えてみると，貯水機能を確保するというようなことで，

先ほど今説明は内水氾濫に関わっての分があったと思うのですけども，雨水貯水施設の設

置は検討されているというのは答弁がありました。私は，それよりは別の貯水機能のこと

を今お尋ねしたのですけども，これはどういうことかというと，今年５月３０日臨時市議

会で報告第３号がありました。これはどういった内容かというと，貯水機能保全区域の指

定を新たに新設すると，これはどういうことかというと，要するに田んぼとか低い土地，

そういうところがあれば貯水機能に指定して，指定した場合は固定資産税の軽減をします

よというような仕組みの税をこの臨時議会でつくりました。

私は前に質問したときに，上流域に――右岸になるのですか――田んぼがちょっとあり

ますから，そこを指定するのかなと，そこに貯水機能を造るのかなと，これは申請が要り
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ますけど，考えているのかなということと思っていたのですが，そうではなくて，先ほど

言った雨水貯水機能だけで対応できるというような理解でいいのでしょうか。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 今議員から御質問をいただいている貯水機能のお話といいます

のは，恐らく河川の治水対策という検討の中で，上流域に例えばダム，賀茂川のようにダ

ムを設けて，そこで必要な量だけ貯水して川幅の拡幅を抑制するというようなところの基

本的な考え方というようなところのお話なのだと思っておりますけども，今回の本川の治

水対策につきましては，そういったその上流域に水をためるような施設を設けるというと

ころではなくて，基本的には河川の幅を広げていくというところで，対策を今考えている

ということではお聞きしているところでございます。

市長の答弁のほうで御答弁させていただいています貯水機能の話につきましては，議員

もお話しいただいておりましたけども，内水対策ということで，それの対策として計画を

検討しているというところでございます。

もう一つ，先日の５月末の臨時議会の関係でいいますと，これは特定都市河川法，こち

らについて我々のほうも流域治水という考え方の下で，本川の流域に対して指定を検討し

ていくということで，指定者は県のほうになりますけども，県と調整して取り組んでいる

というところでございますけども，その中で位置づけられている貯水機能保全区域という

ようなことでございますけども，これにつきましては土地利用の関係ということで，今後

検討していかないといけないかなというふうに思っておりますけども，まずは今，県のほ

うで本川の改修計画をいろいろ精力的にやられているというところと，あとそれに連携す

る形で市のほうも対策事業をやっていかないといけないというところを，両輪のほうをし

っかり前に進めていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） ぜひ貯水機能のことは，臨時議会に関わるのは田んぼとかという

ことですから，それは県が考えているという，たしかあったものですから伺いました。

それでは，この件では最後にしますけれども，この新しい計画をつくって，用地買収と

かいろいろあるのですが，来年度中には工事着工する目標ですよというのは，その工事の

どこを優先的にやるか，一遍にはできませんから，優先的にやる順序があろうかと思うの

です。その際に，一番最も幅が狭いところで氾濫といいますか，洪水といいますか，そう
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いったところ，最も幅が狭いところを早急に，第１番目にそこをやるというような考え方

でいいのでしょうかを確認しておきます。

議長（大川弘雄君） 建設部長。

建設部長（梶村隆穂君） 本川の関係の工事，実施順序という御質問でございますけど

も，何分今，事業計画もまだはっきり定まっていないと，まだいろんな検討中というとこ

ろで，なかなか御質問に御回答するのは難しいところでございますけども，基本的に川と

いうのは，上から下に向いて流れていくということでなっております。ですから，そうい

ったようなある一部を拡幅すればいいではないかというところ，そういったものは施工順

序，こういったものをしっかり考えてやっていかないといけないと。もう一遍に何日かで

全区間が改修できればいいのですけども，そういうことは到底無理なところでございます

ので，そういった施工計画も今回はしっかり考えながら，順序よく工事を進めていかない

といけないというふうに思っております。

以上でございます。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。

１４番（松本 進君） それでは，ちょっと時間の関係で，次の学校統廃合に関わっての

お尋ねですけれども，これで今るる申し上げました。

それで，今，２０１５年に文科省が公立小中学校の適正規模，適正配置に関する手引書

を作っています，２０１５年，これは御存じだと思うのですが。確認したいのは，この中

に２０１５年文科省の手引書の中に小規模校の存続も認めますよというのがありますけ

ど，これは教育長は御存じなのかどうかということと，竹原市の懇話会，答申の中で小規

模校の存続を認めるということに関わって，竹原市の懇話会では協議したことがあるのか

ないのか。この通知の中に小規模校の存続を認めるというのは知っているのかどうか，簡

潔に御答弁お願いします。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 小規模校に関するものでございますが，承知してお

ります。

それとあと，懇話会の中で小規模校の存続を認める協議があったかどうかということに

ついてなのですけど，小規模校にもメリット等ありますので，そこについてはいろんな考

え方があるというような御意見があったと，そのように記憶しております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。
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１４番（松本 進君） 小規模校のメリットを言っているのではないのです。小規模校の

存続を認めるということについて，懇話会で協議したかというのを，私はそこはなかった

と思ったから確認しているわけですから。ないならないというふうに答えていただきたい

ということと。

ちょっと時間がありますけれども，こういった小規模校を認めるということで紹介した

いのは，文科省の淵上孝だと思うのですが，審議官のことをちょっと紹介したいと思うの

です。これは，２０１５年の手引というのは，適正規模ありき，私らでいう学校の統廃合

ありきではないと，小規模校の存続も認めていますよということを書いている。そこで審

議官がどう言っているかというと，学校は地域コミュニティの核でもあり，地域づくりと

密接不可分だと。市町村の判断は尊重すると答弁しているのです。だから，存続を決めた

学校への教職員の配置とか，スクールバスといった予算措置をしますよというような審議

官の国会でのやり取りがあります。ですから，私はあえてこの手引に基づく小規模校のメ

リット・デメリットではなくて，竹原市が今，小規模校ですよ，複式学級等含めて。定員

よりは少ない生徒数がほとんど，学級がほとんど，クラスも１クラスしかない学年がほと

んど。だから小規模校ですよね。だから，こういった小規模校も存続を認めますよという

のは承知していると，今，答弁がありました。しかし，大切な懇話会の審議会の中で，こ

れは私は議事録を見ましたけども，全部は熟読していませんけれども，確かなかったよう

に思ったから気になってしました。

こういった今，文部審議会の学校は地域コミュニティの核であると，密接不可分だと，

地域づくりとの関係で。だから，市町村の判断は尊重しますよと。だから，存続を認める

ということですよね，小規模校。これを審議会で，もう一回聞くけども，懇話会で審査し

ていますか，していないですかを答えてください，どっちかを。

議長（大川弘雄君） 教育次長。

教育委員会教育次長（沖本 太君） 審議をしているかどうかというところは。

どういう形で答弁をしたらいいのかちょっとあれなのですけど，本市の学校について

は，今，現時点でも学校教育法施行規則においては全て小規模校であって，この答申で示

された方向性で動いていっても，全ての学校が小規模校であるということで，それはもう

そのことについては，委員の皆さんはそれを踏まえて協議検討されておりますので，審議

をされているものと，そのように我々としては認識しております。

議長（大川弘雄君） １４番松本進議員。
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１４番（松本 進君） 審議していると思っているかどうかの曖昧なことを聞いているの

ではないのです。審議したかどうかを聞いているのです。審議していないでしょ。審議し

ていない上で答申を出しているのですよ。まちづくりは大変なことになる。

次に，中国新聞を紹介して，教育長の意見を聞きたいのですが，これは２１年４月９日

付中国新聞の記者が書いた記事なのですけれども，学校の適正規模とは，クエスチョン，

何でしょうかということで，この記者そのものは広島の大規模校で育った記者なのです。

大規模校で育って，たまたまこれは三次の教育委員会の適正検討委員会ですけど，懇話会

と違うのですが，検討委員会でのそこを見て書いた記事なのです。

この大規模校で育った記者の発言というのは，この記事の内容を見ると，紹介しておき

たいのですけれども，適正な規模とは何だろうかと考えさせられたと。少人数だから競争

心や向上心が育たないのか，そこの委員の意見にどきっとしたというのです。育ちにくい

と思っていた，記事を書いた人は育ちにくいと思っていたからだと，しかし，委員は続け

る。大人になって持ち合わせていないということはないと，こう言っているわけです。

私も，さきに壇上で紹介したように，懇話会の審査の内容をちょっと見ました。少人数

学校の子供に与える影響について，５つのことを紹介しました。それは，今では学校の先

生や市の職員の努力で対応されていますと。そういった社会性とか，競争心とか，そうい

った５つの心配が起こらないように，先生の努力で対応されていると。

具体的にその５つのことについても，検証された科学的なものなのかといったら，学事

課長の説明は，そう考えられるということで，具体的な検証の結果ではないのですね。で

すから，こういった検証されていない少人数学級の課題とか，この記者が書いたような少

人数学級，少人数だから競争心や向上心が育たないのか，そういったことはありませんよ

という記事の要旨なのです。これについてどう思いますか。

議長（大川弘雄君） 教育長。

教育長（高田英弘君） 少し話をさせていただきますが，中国新聞の記者さんも一人の人

格でありますから，その方がどう思われたかということに私はコメントする立場にありま

せんので，それはちょっと置いておきます。

それと，先ほどの，小規模の学校の議論ですが，これは教育次長が言いましたように，

学校教育法施行規則第４１条だったですか，委員おっしゃるとおり，小学校の学級規模は

１２学級から１８学級を標準とするですから，１２学級未満は全部小規模なのです。だか

ら，それを文科省が認めたように，だからといって統合せずに小規模校を認めると言って



- 135 -

いる。ですから，それを認めないといったら，竹原市は全部統合の対象になるし，県北の

学校も全部統合の対象になるわけですから，それはもうごく常識的なところで，しかもそ

ういうことを前提に，懇話会を昨年２月から始めておりますから，議員おっしゃるよう

に，小規模校であるがゆえにどうかということをやっていないではないかという議論には

当たりません。それは大前提で私どもはやっています。

そういう中で，文科省はそういう方針を出しているわけですが，御承知と思いますけど

も，６月７日だったですか，経済財政運営の改革の基本方針，いわゆる骨太の方針，これ

が閣議決定されて，その中で個別最適な学びと協働的な学びの具体化を早急に実現すると

明記されていると。そして，個別最適な学びについては孤立した学びに陥らないように，

協働的な学びを充実することが重要と。すなわち，文科省は統合すること，統合せずとも

いいよというふうに言っているけども，一定程度の集団での学習環境が必要であるという

ことも言っているわけです。

だから，ここで申し上げたいのは，そういう国の方針や教育の流れにはあえて触れられ

ないのか，無視をされるのか分かりませんけれども，議論の前提となるところに立たずに

議論を進めていかれるというのは，私はなかなか議論がかみ合わないと思いますし，それ

に今日，アンケートを出されましたけども，竹原市の教育への満足度８割というふうに言

っていただきました。これは学校教育全体のことだというふうに私は理解をしています。

でも，議員はこれは出しておられない。問２０，人数が少ない小規模校対策としてどの方

法が適当と思いますかという質問に対して，近隣の学校と統合する，あるいは小中一貫教

育また義務教育学校にするというのがおおむね６０％ぐらい回答がある。

しかも，学校の適正な規模の学級数はどれくらいと思いますかというのは，２から３学

級が約７６％，そして４から６学級が６．７％，だから学級編制ができるような学校がい

いのだよという保護者が８割いらっしゃる。こういう数値は出さずに議論を引っ張ってい

かれるのはミスリードです。プロパガンダとは言わないけどミスリードで，この話だけ聞

いている人は迷いますよ。そういう議論では駄目ですよ。私たちは，もっとこれからの教

育に何が求められるのか，竹原市の子供たちをどうするのか，そういうことを踏まえて，

違う耳にも違う意見にも耳を傾けて，しっかり議論をしながら何が一番いいのかという解

を見つけて，もっともっと子供たちの未来に我々大人が責任を持った判断をしていかなく

てはいけないのです。そういうことをお願い申し上げて，私の答弁にさせていただきま

す。
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議長（大川弘雄君） １４番さん，どうしますか。いいですか。終わりますよ。

以上をもって１４番松本進議員の一般質問を終結いたします。

以上で本日の日程は終了いたしました。

議事の都合により，６月２２日は午前９時から議会運営委員会を行います。午前１０時

からは，本会議を再開することとし，本日はこれにて散会いたします。

御苦労さまでした。

午後３時３４分 散会


